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ま え が き

この「財政事情」は、県民の皆様に県の財政運営の状況と県の管理する公営企業の業務の状況を広

く理解していただくために、毎年５月と１１月に公表しているものです。

今回は、平成２１年度当初予算の概要、平成２０年度下半期の補正予算の概要、平成２０年度予算の執行状

況、県民負担の状況、県債及び一時借入金の状況、県有財産の状況、平成２０年度下半期の公営企業業

務状況についてお知らせします。

さて、本県の財政状況は、社会保障関係経費等の義務的経費が増嵩しているにもかかわらず、地方

交付税等が厳しく抑制されており、多額の財源不足が生じる事態に陥っていることから、これまで、

県税収入の確保や県有地の計画的な売却、数次にわたる大幅な事務事業の削減や職員給与の臨時的な

減額などにより財源確保を図るとともに、財源対策用基金の取崩しなどにより対応してきましたが、

財源対策用基金はほぼ枯渇状態で、危機的な状況が続いております。

このような中、平成２１年度当初予算については、昨年１０月の中期財政見通しで２９８億円の財源不足が

見込まれたことから、歳入歳出全般にわたる徹底した見直しを行うなど、最終年度となる財政構造改

革の取組みを全庁一丸となって進め、財源の捻出を図りました。そして、緊急雇用対策や生活安心確

保対策、地域活性化対策、防災対策などの緊急課題に重点を置き、切れ目のない対策を講じるととも

に、南予地域の活性化や農林水産業の振興等にも引き続き取組み、限られた財源の中で、これまで以

上に施策の選択と集中を図り、財源の重点的・効率的な配分に努めたところであります。

どうか県民の皆様には、この公表を通じて、県財政の事情について深く御理解いただき、今後の県

政発展のために一層の御協力、御提言を賜りますようお願い申し上げます。
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１ 平成２１年度当初予算について

一 般 会 計

平成２１年度当初予算は、多額の財源不足が見込まれる極めて厳しい財政状況を踏まえ、歳入歳出全般

にわたる徹底した見直しを行うなど、最終年度となる財政構造改革の取組みを進める一方、「輝くふる

さと愛媛づくり」の具体化に対応するため、引き続き特別枠として「輝くふるさと枠」を設けるととも

に、新たに地方局からの予算要求システムを導入するなど、限られた財源の中で、これまで以上に施策

の選択と集中を図り、財源の重点的・効率的な配分に努めることにしました。

そして、県民のニーズも踏まえながら、厳しい雇用情勢に対応した緊急雇用対策、子育て支援や消費

者行政の活性化など、県民生活の安心確保対策、「地域活性化・生活対策臨時交付金」を活用した地域

活性化対策などに重点を置き、地域経済の活性化と県民生活の安心確保を図るため、切れ目の無い対策

を講じることにしました。

また、南予地域の活性化に引き続き十分な配慮を行うとともに、農林水産業の振興、愛と心のネット

ワークの構築にも取り組むなど、愛媛の将来を見据えた事業展開を図ることにしました。

今回の予算の概要は、次のとおりです。

� 緊急課題への対応

県内の厳しい雇用情勢を踏まえ、地域における安定的な雇用機会の創出、非正規労働者等の一時的

な雇用機会の創出や再就職支援を図るため、「ふるさと雇用再生特別基金」及び「緊急雇用創出事業

臨時特例基金」を設置し、これを活用した迅速かつ的確な雇用対策を実施するとともに、市町が地域

の実情に応じて実施する雇用対策に対しても支援を行うことにしました。

県民生活の不安解消のため、「消費者行政活性化基金」を設置し、これを活用して、県消費生活セ

ンターの相談体制を拡充するとともに、市町における相談業務の強化に対する支援を行うことにしま

した。

また、子どもを安心して育てることができる体制整備を推進するため、「安心こども基金」を設置

し、これを活用して、保育所や認定こども園の整備等を促進することにしました。

さらに、「障害者自立支援対策臨時特例基金」の追加造成を行い、引き続き、障害福祉サービス利

用者に対する支援の充実に努めるとともに、「妊婦健康診査臨時特例基金」を設置し、これを活用し

て、市町における妊婦健康診査の充実を支援することにしました。

国から交付される「地域活性化・生活対策臨時交付金」を活用して、交通安全施設の整備や道路防

災対策など、地域活性化に資する幅広い分野でのインフラ整備等に積極的に取り組むことにしました。

国の２次補正予算に対応して、道路や港湾施設等の社会基盤の整備や河川・砂防等の防災対策を中

心とした公共事業について、来年度実施予定の事業を可能な限り前倒しして実施するとともに、国直

轄事業の進捗に努めることにしました。

財政構造改革の一環として公共事業等の削減に取り組んでいる中、喫緊の課題である県民の安心・

安全の実現を図るため、治山・治水、道路、砂防施設や交通安全施設の整備、県立学校の耐震改修な

どの防災対策に重点的に取り組むことにしました。
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� 愛媛の現在と未来を担う人材の育成

平成２３年度からの新学習指導要領への移行を見据え、小・中学校の教員の授業力向上に取り組むと

ともに、児童生徒の確かな学力定着・向上を図ることにしました。

いじめや不登校などの未然防止と早期発見・早期対応を図るため、学校・家庭・地域等の連携体制

の構築に努めるほか、情操教育や体験学習などの充実に取り組むことにしました。

さらに、障害児を対象とした特別支援教育の一層の充実を図るほか、老朽化が著しい県立学校校舎

等の耐震化を推進するとともに、木質化にも配慮した改修、改築を進めることにしました。

私立学校については、経営の安定化、保護者の負担軽減のため、引き続き運営費補助を行うことに

しました。

平成２９年の愛媛国体開催に向けて、競技力向上対策本部を核として、中学校・高等学校におけるス

ポーツ強化推進指定校制度などを実施するとともに、民間企業等からの寄附金による基金も活用し、

本格的な競技力向上対策を推進するほか、メイン会場となる県総合運動公園の改修に係る基本設計に

取り組むことにしました。

また、愛媛ＦＣや愛媛マンダリンパイレーツなど地域に密着したプロスポーツの振興による地域活

性化に取り組むことにしました。

県民総合文化祭の開催をはじめ、平成２２年度の愛媛オペラの実施に向けた取組みを進めるなど、文

化活動発表の場や身近な文化体験の機会を提供し、県民による新しい愛媛文化の創造を支援すること

にしました。

また、小学生等を対象に童謡や童話等を通じた「こころの教育」の推進を図るほか、四国遍路の世

界文化遺産登録を目指した取組みを進めることにしました。

� 助け合い支え合う地域社会の構築

「愛と心のネットワーク」をさらに広く深く浸透させるため、ボランティアキャンペーンの実施な

ど、県民総参加によるボランティア活動の活性化を図ることにしました。

また、ＮＰＯからの企画提案による多様な主体による協働事業に取り組むなど、県民の県民による

地域社会づくりを推進するとともに、次代を担う高校生を対象に男女共同参画への理解促進に努める

ことにしました。

多様な保育サービスを提供する保育所や認可外保育所施設などに対する支援を行うとともに、子育

て家庭における経済的負担を軽減するため、引き続き、乳幼児医療費の助成に努めることにしました。

また、放課後児童クラブや放課後子ども教室を充実し、児童の健全育成と健やかな居場所づくりを

推進するとともに、「えひめ結婚支援センター」を核とした未婚男女の結婚支援に取り組むことにし

ました。

障害者の自立と社会参加を促進するため、障害者自立支援法に基づく新体系への円滑な移行を図り、

障害福祉サービス利用者に対する支援の充実に努めるとともに、障害福祉施設の整備を促進すること

にしました。

また、後期高齢者医療制度の安定した運営に努めるとともに、在宅介護研修センターでの研修を通

じた介護ボランティアの養成に努めることにしました。

地域医療を担う医師の育成・確保を図るため、愛媛大学医学部の地域特別枠増員と連動した奨学金
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貸与制度の円滑な運用を図るとともに、ＰＦＩ方式による県立中央病院の建替整備を進めることにし

ました。

また、県消防防災ヘリコプターを活用して、救急現場への医師派遣による速やかな救急活動や医療

機関への迅速な搬送等に取り組むとともに、市町や医師会等の関係団体と連携して、愛媛の救急医療

を守る県民運動を展開することにしました。

さらに、新型インフルエンザの発生に備えて、必要となる医療機器等の整備を支援するほか、医療

技術大学について、平成２２年４月からの地方独立行政法人化を目指した取組みを進めることにしまし

た。

� 安全・安心で快適な暮らしの実現

「愛媛県防災対策基本条例」の趣旨を踏まえ、自主防災組織活動の一層の促進を図るなど、防災対

策の拡充・強化に努めるとともに、大規模災害発生時における県行政の機能維持を図るため、業務継

続計画（県版ＢＣＰ）を策定することにしました。

また、伊方原子力発電所周辺の放射能監視と施設の安全確認の機能強化を図るため、「伊方原子力

発電所安全監視センター（仮称）」の整備を推進することにしました。

砂防事業、道路防災事業などの防災対策を進めるとともに、土砂や流木等による被害防止のため、

集落周辺や渓流域の森林整備に努めるほか、洪水等を未然に防止するため、河床掘削の推進に取り組

むことにしました。

また、肱川流域の治水対策を図るため、鹿野川ダムの改造や山鳥坂ダムの建設に向け付替県道の整

備を促進することにしました。

地球温暖化防止のため、省エネ家電の普及などの県民運動の展開を図るとともに、県地球温暖化防

止実行計画の策定に取り組むことにしました。

また、資源循環促進税を活用して、産業廃棄物の排出抑制、再資源化や有効利用の促進などに取り

組むとともに、バイオ燃料の普及促進に努めるなど、循環型社会の形成を図るほか、（財）愛媛県廃

棄物処理センターが取り組む低濃度ＰＣＢ汚染物処理に対し支援を行うことにしました。

さらに、多様な公益的機能を有する森林をそ生するため、森林環境税を活用して、県民参加の森づ

くり活動などに取り組むことにしました。

安全・安心な地域社会を実現するため、信号機等の交通安全施設の整備や警察署の耐震対策に取り

組むことにしました。

また、食の安全安心推進条例の制定を踏まえ、条例の周知啓発や推進計画の策定に取り組むことに

しました。

� 再生と創出によるたくましい産業の育成

厳しい経済状況にある南予地域の活性化を促進するため、基盤となる高速道路等の整備に最優先で

取り組むとともに、市町の広域連携による多様な取組みへの支援や団塊の世代等の移住・交流の促進、

真珠のブランド化への取組みへの支援など、産業の振興や交流人口の拡大に取り組むことにしました。

また、県内でも特に厳しい雇用情勢を踏まえ、南予地域の若者の職業訓練等の就職支援に取り組む

ことにしました。

雇用環境の厳しい若年者層の雇用促進を図るため、ジョブカフェ愛 workにおける就職相談・人材
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育成などの総合的な支援等を実施するとともに、拡充されるえひめ若者サポートステーションと協働

してニートに対する自立支援に取り組むほか、本県の産業基盤や特性を活かした企業立地や産業集積

を図るなど、企業誘致の促進に努めることにしました。

また、中高年離職者等に対する多様な職業訓練の実施や就労支援に努め、雇用・就業機会の確保を

図ることにしました。

厳しい経営環境に直面している建設産業の再生を支援するため、経営基盤の強化や新分野への進出

等に関する情報提供・相談体制の充実を図るとともに、事業者自らの経営革新に向けた取組みや実践

的な能力を持つ人材育成に対して支援を行うことにしました。

本県経済の基盤であるものづくり企業を支援するため、大手企業との新たなネットワークの構築を

図るとともに、商工業者と農林水産業者との連携によるビジネスの発掘、農商工連携による新たな事

業展開の促進に努めるなど、本県の豊かな資源を活用した産業の創出に取り組むことにしました。

また、厳しい経営状況にある中小企業を支援するため、資金需要に応じた融資枠の確保を図ること

にしました。

優良品種の高品質生産や生産基盤等を支援するなど果樹産地の体質強化を図り、本県の柑橘産業の

振興を図るとともに、県産農林水産物の消費拡大を図るため、「愛」あるブランドの育成を進め、県

外はもとより海外への販路開拓や戦略的な販売促進活動の強化などに取り組むことにしました。

また、本県が開発した新産品をブランド産品へと育成するため、物流企業等と連携した流通・販売

戦略の展開に努めるとともに、生産者と消費者が連携した農産物流通システムの構築に取り組み、農

業生産活動の活性化を図ることにしました。

意欲ある農業者と食品関連企業等によるネットワーク「あぐりすとクラブ」を核とした販路開拓や

新商品開発等の取組みを支援するなど、農業経営の拡大や多角化等を促進するとともに、畜産業の活

性化と畜産物の消費拡大を図るため、畜産経営の多角化を目指した取組みに対し支援を行うことにし

ました。

また、「えひめ森林そ生プロジェクト」の一環として、効率的な集団間伐の実施や高性能林業機械

の導入等により、新たな林業生産システムの構築に取り組むほか、愛媛ヒノキのブランド化を推進す

ることにしました。

水産物の新たな販路拡大を目指し、中国市場への販路開拓の取組みを支援するなど、産地の競争力

強化と漁業経営の改善を図ることにしました。

また、県漁業信用基金協会の経営基盤の強化を支援し、真珠や魚類養殖等の中小漁業者への資金融

通の円滑化を図ることにしました。

本県観光の振興を図り、地域経済の活性化に資するため、しまなみ海道開通１０周年記念事業を地元

市町や広島県と連携して実施するほか、松山～上海便の開設５周年を契機に、関係団体等と連携しな

がら一層の利用促進を図り、経済や観光分野での中国との交流促進に積極的に取り組むことにしまし

た。

また、商店街の活性化を図るため、賑わいの創出や人材育成など、県内のモデルとなる取組みを支

援することにしました。
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� 暮らしと産業を支える基盤の整備

新直轄方式で整備されている高速道路については、西予宇和～宇和島北間の用地買収や周辺整備を

進めるとともに、南予への延伸に向け、工事促進を図ることにしました。

大洲・八幡浜自動車道（名坂道路・八幡浜道路）の建設を推進するとともに、国際物流拠点として、

松山港外港地区、三島川之江港金子地区の港湾整備を進めることにしました。

また、地上デジタル放送の難視聴地域の解消を図るため、市町等が実施する辺地共聴施設のデジタ

ル改修等に対し支援を行うことにしました。

ＪＲ松山駅付近の鉄道高架事業については、車両基地等の造成設計や用地調査等に取り組むととも

に、今治新都市開発事業については、都市計画道路の整備を進めることにしました。

また、市街地内道路における電線類の地中化や自転車歩行者道の設置などの面的な整備を図ること

にしました。

� 新しい地方自治の確立

財政状況が厳しい中、県税徴収率の向上や「愛媛地方税滞納整理機構」の安定的な運営、広告料収

入の導入に努めるなど、一層の歳入確保を図ることにしました。

また、「えひめ夢提案制度」を活用して、地域活性化の取組みを支援するとともに、愛媛の魅力発

信や県民の県政参加を進めるため、「えひめ広報戦略プラン（仮称）」の策定と推進体制の整備を図る

ことにしました。

ふるさと納税制度については、納税者に本県への寄附を促すため、県人会等本県ゆかりの関係者に

対し、制度の普及啓発に努めることにしました。

市町の特色ある地域づくりを促進するため、地方局が主体となって、市町の一体的かつ自立的な発

展に向けた取組みを支援するほか、上島地域の架橋整備を進め、生名橋の早期完成を図ることにしま

した。

また、人口減少や高齢化により消滅の危機にある集落などの維持・活性化を図るため、地域住民が

主体となった集落づくりを支援することにしました。

� 地方局独自の事業展開

各地方局が地域振興重点化プログラムに基づき、保健福祉や産業振興、環境保全や防災対策などに

ついて、地域の実情に応じた効率的・効果的な事業展開を図ることにしました。

� 「三浦保」愛基金の活用

社会福祉活動や環境保全・自然保護活動等の分野において、県直営事業の実施やＮＰＯ法人等が取

り組む事業に対する支援など、寄附の趣旨を十分尊重した事業展開を図ることにしました。

� 人件費の抑制

厳しい財政状況を踏まえ、引き続き、職員の臨時的な給与カットを実施し、特別職の給与について

も削減を行うことにしました。
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� 主要経費別概要

この予算を主要経費別に見ると次のようになります。

� 公共事業及び県単独事業

公共事業については、県の実情に即した選択的導入に徹し、緊急度、投資効果、後年度負担など

を十分検討、精査するとともに、国の見直しの動きに留意して、内示見込額を計上しました。

県単独事業については、特に定型的県単独事業について、本県の財政的な体力に見合った規模に

するため、段階的に縮減する方針としており、緊急度、投資効果や地元要望などを精査し、必要額

を計上しました。

� 社会保障関係経費

医療保険制度改革など国の施策の動向、措置対象人員の推移等を的確に掌握して、年間所要見込

額を計上しました。

� 災害復旧事業

過年発生分については年間復旧経費を、現年発生分については過去の災害発生状況に基づく年間

復旧見込額を計上しました。

� 出資金及び貸付金

現下の経済状況を基礎に、その目的、資金需要及び金融情勢を考慮して、必要額を計上しました。

� 一般行政指導経費

事業の効果、緊急性、必要性等を十分に分析、検討し、必要最小限の額を計上しました。

� 人件費

的確な定員管理の下、年間必要経費を計上しました。

� 行政項目別内容

この予算を行政項目別に見ますと、第１表のとおりで、教育費が１，３５０億３，３６４万円と歳出総額の２３．０５

パーセントを占め、昨年に続き最も多く、次いで公債費が９８７億９，８５５万円、１６．８６パーセント、民生

費７０７億３，８８６万円、１２．０７パーセント、以下総務費、土木費、商工費、農林水産業費、警察費、衛生

費、労働費、災害復旧費、議会費、予備費の順になっています。

それでは、主要な項目について、行政項目別にその概要を説明します。
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区 分

款 別

平 成 ２０ 年 度 平 成 １９ 年 度 比 較

当 初 予 算 額 � 構 成 比 当 初 予 算 額 � 構 成 比 � － � �×１００
％ ％ ％

議 会 費 １，２４０，６９７ ０．２１ １，２６６，９９０ ０．２２ △２６，２９３ ９７．９２

総 務 費 ６７，２２５，８２２ １１．４７ ６８，４６８，８４４ １１．６８ △１，２４３，０２２ ９８．１８

民 生 費 ７０，７３８，８６３ １２．０７ ７０，２６９，７０２ １１．９９ ４６９，１６１ １００．６７

衛 生 費 ２５，８８０，１８２ ４．４２ ２４，５０８，９３０ ４．１８ １，３７１，２５２ １０５．５９

労 働 費 ５，０３５，４００ ０．８６ １，６３０，３２９ ０．２８ ３，４０５，０７１ ３０８．８６

農 林 水 産 業 費 ３６，８６８，７２１ ６．２９ ３８，４２６，６７６ ６．５５ △１，５５７，９５５ ９５．９５

商 工 費 ４４，１１６，５５６ ７．５３ ３６，５７６，２１８ ６．２４ ７，５４０，３３８ １２０．６２

土 木 費 ６５，３５４，３４３ １１．１５ ６８，３９５，９３６ １１．６７ △３，０４１，５９３ ９５．５５

警 察 費 ３１，５２４，２７４ ５．３８ ３１，７０７，２５３ ５．４１ △１８２，９７９ ９９．４２

教 育 費 １３５，０３３，６４０ ２３．０５ １３８，０９３，９７７ ２３．５６ △３，０６０，３３７ ９７．７８

災 害 復 旧 費 ４，０７２，９５６ ０．７０ ４，６４７，７５０ ０．７９ △５７４，７９４ ８７．６３

公 債 費 ９８，７９８，５４６ １６．８６ １０２，２０７，３９５ １７．４３ △３，４０８，８４９ ９６．６６

予 備 費 ５０，０００ ０．０１ ５０，０００ ０．０１ ０ １００．００

計 ５８５，９４０，０００ １００．００ ５８６，２５０，０００ １００．００ △３１０，０００ ９９．９５

労 働 費 ５，０３５，４００千円（０．８６％）

災害復旧費 ４，０７２，９５６千円（０．７０％）

議 会 費 １，２４０，６９７千円（０．２１％）

予 備 費 ５０，０００千円（０．０１％）

第１表のＡ
平成２１年度一般会計当初予算の状況（歳出・款別）

（単位 千円）

第１表のＢ

衛生費
２５，８８０，１８２千円
（４．４２％）

警察費
３１，５２４，２７４千円
（５．３８％）

農林水産業費
３６，８６８，７２１千円
（６．２９％）

教育費
１３５，０３３，６４０千円
（２３．０５％）

商工費
４４，１１６，５５６千円
（７．５３％） 平成２１年度当初予算総額

（歳出・款別）
５８５，９４０，０００千円

公債費
９８，７９８，５４６千円
（１６．８６％）

土木費
６５，３５４，３４３千円
（１１．１５％）

総務費
６７，２２５，８２２千円
（１１．４７％）

民生費
７０，７３８，８６３千円
（１２．０７％）
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� 教育費

私立学校については、経営の安定化、保護者の負担軽減のため、引き続き運営費補助を行うことに

しました。

老朽化が著しい県立学校校舎等については、耐震化を推進するとともに、木質化にも配慮した改修・

改築を進めることにしました。

平成２３年度からの新学習指導要領への移行を見据え、小・中学校の教員の授業力向上に取り組むと

ともに、児童生徒の確かな学力定着・向上を図ることにしました。

いじめや不登校などの未然防止と早期発見・早期対応を図るため、学校・家庭・地域等の連携体制

の構築に努めるほか、情操教育や体験学習などの充実に取り組むことにしました。

文化については、県民総合文化祭の開催をはじめ、平成２２年度の愛媛オペラの実施に向けた取組み

を進めるなど、文化活動発表の場や身近な文化体験の機会を提供し、県民による新しい愛媛文化の創

造を支援することにしました。また、小学生等を対象に童謡や童話等を通じた「心の教育」の推進を

図るほか、四国遍路の世界文化遺産登録を目指した取組みを進めることにしました。

スポーツの振興については、平成２９年の愛媛国体開催に向けて、競技力向上対策本部を核として、

中学校・高等学校におけるスポーツ強化推進指定校制度などを実施するとともに、民間企業等からの

寄附金による基金も活用し、本格的な競技力向上対策を推進するほか、メイン会場となる県総合運動

公園の改修に係る基本設計に取り組むことにしました。

この結果、教育費の当初予算額は、１，３５０億３，３６４万円となり、前年度当初予算額と比べて３０億６，０３４

万円、２．２２パーセントの減となっています。

教育費の目的別内容及び主要項目の概要は、次表のとおりです。
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保健体育費
１，１１５，５７８千円
（０．８３％）

社会教育費
２，９２８，９７８千円
（２．１７％）

教育総務費
８，０９６，３０６千円
（６．００％）

特別支援学校費
８，７６８，０７５千円
（６．４９％）

小学校費
５２，４９２，１１５千円
（３８．８７％）

教 育 費

１３５，０３３，６４０千円
中学校費
２８，６４２，７２７千円
（２１．２１％）

高等学校費
３２，９８９，８６１千円
（２４．４３％）
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主 要 項 目 予 算 額

私立学校運営費補助金 ５，１１９，０３８

私立幼稚園子育て総合支援事業費 ８６，９４５

私立高等学校就学促進事業補助金 ９９，２９０

教職員設置費 １０８，９７６，６２９

専門学科情報教育設備充実費 １２，０７５

産業教育設備充実費 ５０，３５２

県立学校校舎等整備事業費 １，８３１，３０８

しげのぶ特別支援学校スクールバス整備事業費 １９，８２６

重要伝統的建造物群保存修理費補助金 １４，５８２

重要文化財等保存修理費補助金 ６４１

文化財保存顕彰事業費補助金 １，２５１

第４９回日本海洋少年団全国大会補助金 ２，０００

第５１回中国・四国ブロック民俗芸能大会開催事業費 ３，５１２

第５６回四国地区人権教育研究大会補助金 １，６００

県立学校火災等災害復旧費積立金 １，４８１

定時制通信制課程修学奨励費 ２，５２０

国民体育大会開催基金積立金 １６，１８６

教職員海外派遣事業費 １，９０２

教員の資質向上推進事業費 ５３４

新規採用教員研修費 ２４，２４１

幼稚園新規採用教員研修費 ８９７

スクールカウンセラー活用事業費 ２９，４８５

生徒指導地域ネットワーク支援事業費 ８００

教員１０年経験者研修費 １０，０６５

ハートなんでも相談員設置事業費 １２，６１３

心のレスキュー隊派遣事業費 ９４４

教員５年経験者研修費 １，２９４

「心に響け日本の歌」開催事業費 ４，６４６

スクールソーシャルワーカー活用事業費 ９，１９２

「森はともだち」推進事業費 １，５７５

環境教育推進事業費 ７９０

いじめ・不登校対策ネットワーク向上事業費 １３，５７２

小学校英語教育推進事業費 ７，０００

理科支援員等配置事業費 ３０，７１１

学校経営第三者評価研究事業費 ２，０００

小学校英語教育指導者研修事業費 ２，６２５

学校図書館機能強化事業費 ２，５００

授業のエキスパート養成事業費 ３，１６７

学力向上プロジェクト事業費 ２，９９５

高校生南予まちおこし元気づくり事業費 ３，０００

高校生おもしろ科学コンテスト事業費 ２，０００

高校生基礎学力向上対策事業費 １，９４４

教 育 費 主 要 項 目 の 概 要
（単位 千円）
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エネルギー教育推進事業費 １０，０００

外国語指導助手招致事業費 ６６，１１５

学校評議員制度推進事業費 １，８４１

高校生職業人アビリティ育成事業費 ４，０８４

高校生ものづくり人材育成推進事業費 １０，０００

学校トラブルサポートチーム派遣事業費 １，１４１

スクールライフアドバイザー活用事業費 ５，７６０

英語担当教員海外派遣事業費 ９００

教員の大学院派遣研修費 ２，９７９

高校生地球温暖化防止推進事業費 ３，１２０

学校評価システム研究事業費 ５，０００

ＬＤ・ＡＤＨＤ等特別支援教育推進事業費 ３，７１３

障害児ふれあい体験学習事業費 ９２３

幼稚園・高校特別支援教育コーディネーター研修費 １，３０４

教職員研修旅費 ４８８，１０１

えひめ丸慰霊碑管理協会運営費等補助金 １，５８１

特別支援学校訪問教育指導旅費 ５，１６０

特別支援学校就学奨励費 ２１６，２５０

ヤングボランティア支援事業費 １，５３５

えひめ学校支援地域本部推進事業費 ２５，１５０

えひめ地域学調査研究普及推進事業費 ４９１

えひめ家庭教育支援事業費 ２４，２１１

放課後子ども教室推進事業費 １７，６８９

全国青年大会費 １，５８６

県内遺跡発掘調査費 ４１９，７１７

「いじめ相談ダイヤル２４」開設事業費 ７，７７８

「森の学校」開催事業費 １，００２

「森のめぐみ 木のものがたり展」開催事業費 １，０１２

中国・四国地区図書館地区別研修開催費 １，０００

子どもと本の出会い推進事業費 １，３６７

美術館展示事業費 ８０，４５２

美術館事業運営費 ４，２４６

人権教育促進事業費 ９２１

文化団体育成支援事業費 １，３３８

県民総合文化祭開催事業費 ２０，１７９

中四国文化の集い派遣事業費 ２１９

愛媛オペラ「ラ・ボエーム」２０１０実施事業費 ６，０００

地域伝統文化キッズ・カーニバル開催事業費 ３，０３５

えひめ子ども健康サポート推進事業費 ４，７１０

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業費 １０，９００

性に関する教育実践推進事業費 １，６６２

スクールヘルスリーダー派遣事業費 ４，６３２

子どもの健康を育む総合食育推進事業費 ６，１００

えひめ教育月間「親子で体力アップ」開催事業費 ２，６３１

「媛の国」柔道フェスティバル２００９開催事業費 １６，６５６

えひめ子どもスポーツＩＴスタジアム事業費 １，０７２
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総合型地域スポーツクラブ支援事業費 １，０９９

スポーツ大会活動推進事業費 ５，４４５

スポーツ・レクリエーション振興事業費 ６，３７８

中学校新人アスリート強化育成大会開催費 １，８００

地域スポーツ人材の活用実践支援事業費 ２７，１８６

中学校武道地域連携事業費 ６，４１０

子どもの体力向上調査研究事業費 ５，３７３

競技力向上対策本部事業費 １７７，０９９

えひめ国体ジュニア育成事業費 １６，８６０

国体開催地市町スポーツ振興事業費補助金 ８，０００

国体予選会派遣費等補助金 ８，４６５

国民体育大会費 ７２，９６６

国民体育大会ユニフォーム改定費 ９，３００

国民体育大会準備費 ４，２０２

体験活動関係経費

豊かな体験活動推進事業費 ３０，５６７

高校生「愛とこころの交流体験」推進事業費 ４，５６５

えひめわくわく子ども塾開催事業費 １，３８５
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� 土木費

砂防事業、道路防災事業などの防災対策を進めるとともに、洪水等を未然に防止するため、河床掘

削の推進に取り組むことにしました。また、肱川流域の治水対策を図るため、鹿野川ダムの改造や山

鳥坂ダムの建設に向け付替県道の整備を促進することにしました。

さらに、国の２次補正予算に対応して、道路や港湾施設等の社会基盤の整備や河川・砂防等の防災

対策を中心とした公共事業について、来年度実施予定の事業を可能な限り前倒しして実施することに

しました。

厳しい経営環境に直面している建設産業の再生を支援するため、経営基盤の強化や新分野への進出

等に関する情報提供・相談体制の充実を図るとともに、事業者自らの経営革新に向けた取組みや実践

的な能力を持つ人材育成に対して支援を行うことにしました。

魅力あるまちづくりの推進については、ＪＲ松山駅付近の鉄道高架事業における車両基地等の造成

設計や用地調査等に取り組むとともに、今治新都市における都市計画道路の整備を進めることにしま

した。また、市街地内道路における電線類の地中化や自転車歩行者道の設置など、面的な整備を図る

ことにしました。

交通基盤の整備については、新直轄方式で整備されている高速道路について、西予宇和～宇和島北

間の用地買収や周辺整備を進めるとともに、南予への延伸に向け、工事促進を図ることにしました。

また、大洲・八幡浜自動車道（名坂道路・八幡浜道路）の建設を推進するとともに、国際物流拠点と

して、松山港外港地区、三島川之江港金子地区の港湾整備を進めることにしました。

そのほか、市町村合併の支援として、上島地域の架橋整備を進め、生名橋の早期完成を図ることに

しました。

この結果、土木費の当初予算額は、６５３億５，４３４万円となり、前年度当初予算額と比べて３０億４，１５９

万円、４．４５パーセントの減となっています。

土木費の目的別内容及び主要項目の概要は、次表のとおりです。
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住宅費
９３７，１９９千円
（１．４４％）

港湾費
４，１４０，４１７千円
（６．３４％）

都市計画費
４，２０９，４３３千円
（６．４４％）

土木管理費
９，３６１，５２５千円
（１４．３２％）

土 木 費

６５，３５４，３４３千円

道路橋りょう費
３３，０７１，５６２千円
（５０．６０％）

河川海岸費
１３，６３４，２０７千円
（２０．８６％）
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主 要 項 目 予 算 額

松山空港地域活性化基盤施設整備事業費 １５０，０００

空港整備直轄事業負担金 ２１９，９００

ダム管理施設改良費 ８２，４４２

松山港外港地区港湾施設管理運営費 １１５，５８１

総合運動公園改修費 １３９，９４３

とべ動物園改修費 ３９，９６７

南予レクリエーション都市公園改修費 ８４，９４５

木の香る公園施設整備費 ５，０００

とべ動物園ふれあい広場改修事業費 １５，０００

とべ動物園ペンギン舎改修事業費 ７２，０００

道路橋りょう新設改良費（公共） １５，０４８，７９２

地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費 １，００１，８２９

上島架橋整備事業費 ９０４，０８５

橋梁長寿命化修繕計画策定事業費 ６，０００

みち再生事業費 ４３０，０００

堰堤改良費 １４０，０００

河川改良費（公共） ２，０８２，０００

海岸保全費（公共） ３６８，０００

砂防費（公共） ５，５７０，５００

港湾建設費（公共） １，８６２，７２０

松山港外港地区整備事業費 ２０，０００

三島川之江港金子地区港湾整備事業費 ３３，０００

港湾施設長寿命化計画策定事業費 ３４，５２０

今治新都市土地区画整理事業費 ２７０，０００

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費 １４８，２６６

都市計画街路事業費 １，８５０，０００

県営住宅（砥部団地）建替事業費 ４４０，９８７

環境土木緊急処理事業費（県単） ２４２，３００

舗装道改良事業費（県単） １５５，０００

生活道路改良整備事業費（県単） ２，２８８，６００

交通安全一種事業費（県単） ３５，０００

交通安全二種事業費（県単） １９７，０００

落石防止対策事業費（県単） ３２０，０００

河川局部改良費（県単） ３４２，９７６

河床掘削事業費（県単） ２３３，５００

海岸局部改良費（県単） ３９，２００

砂防施設事業費（県単） ３１５，０００

港湾局部改良費（県単） １８４，０００

松山外環状道路用地補償受託費 ６８，６３８

高速自動車道周辺整備対策費 ４，７００

特定道路緊急整備事業費 ８９９，２００

道路防災緊急対策事業費 ２１０，０００

土 木 費 主 要 項 目 の 概 要
（単位 千円）
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民活河床掘削推進事業費 ２０，０００

浸水想定区域図等整備事業費 ９，０００

津波遡上被害調査事業費（南予） ２，４７６

がけ崩れ防災対策事業補助金 １６１，６４８

公共継足事業費 ３４２，０７８

港湾事業補助金 ２８０，７６７

今治港直轄改修事業費補助金 ６０，０００

総合運動公園主園路改修費 １７，６６４

県営住宅管理費 ３８８，７４０

直轄道路事業費負担金 ８，８０９，５７７

直轄高速自動車道事業費負担金 １，０７７，３７５

直轄ダム事業費負担金 ９２３，４２６

鹿野川ダム改造及び山鳥坂ダム建設費負担金 ７５４，９５０

直轄河川管理費負担金 １２，３７０

直轄河川事業費負担金 １，１８２，６４９

直轄砂防事業費負担金 １３５，６００

直轄港湾海岸事業費負担金 ８４２，０４３

建設業振興資金貸付金 ４０，０００

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構出資金 ５，２９７，０００

地域材利用木造住宅建設促進事業費 ８４，８１６

［債務負担行為限度額 １０７，５２８］

公共土木施設愛護事業費 ７，９５４

港湾・河川官民連携環境美化促進事業費（中予） ８１７

公共土木施設維持管理システム策定費 ２，６２５

建設産業再生支援情報発信事業費 １，６１５

建設産業経営革新等助成事業費 ３０，３０９

建設業者林業参入支援モデル事業費（中予） ４４７

建築物安全安心普及促進事業費 ５６０

やまなみ満喫情報発信モデル事業費（中予） ９７８

港湾維持管理費交付金 ３１５，５０４

今治新都市整備推進費 ４９５

都市計画策定費 ６，５００

都市景観形成推進費 ６１６

南レク地域活性化推進費 ５７０

暮らしと住まいフェア開催事業費 １，８００

松野東トンネル建設事業費 ［債務負担行為限度額 ８５０，０００］

銚子橋整備事業費 ［債務負担行為限度額 ３２０，０００］

総合運動公園改修基本設計費 ２１，９２０
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� 農林水産業費

農業については、優良品種の高品質生産や生産基盤等を支援するなど果樹産地の体質強化を図り、

本県の柑橘産業の振興を図るとともに、県産農林水産物の消費拡大を図るため、「愛」あるブランド

の育成を進め、県外はもとより海外への販路開拓や戦略的な販売促進活動の強化に取り組むことにし

ました。

また、本県が開発した新産品をブランド産品へと育成するため、物流企業等と連携した流通・販売

戦略の展開に努めるとともに、生産者と消費者が連携した農産物流通システムの構築に取り組み、農

業生産活動の活性化を図ることにしました。

さらに、意欲ある農業者と食品関連企業等によるネットワーク「あぐりすとクラブ」を核とした販

路開拓や新商品開発等の取組みを支援するなど、農業経営の拡大や多角化等を促進するとともに、畜

産業の活性化と畜産物の消費拡大を図るため、畜産経営の多角化を目指した取組みに対し支援を行う

ことにしました。

林業については、土砂や流木等による被害防止のため、集落周辺や渓流域の森林整備に努めること

にしました。

また、環境先進県の実現に向け、多様な公益的機能を有する森林をそ生するため、森林環境税を活

用して、県民参加の森づくり活動などに取り組むことにしました。

さらに、「えひめ森林そ生プロジェクト」の一環として、効率的な集団間伐の実施や高性能林業機

械の導入等により、新たな林業生産システムの構築に取り組むほか、愛媛ヒノキのブランド化を推進

することにしました。

水産業については、水産物の新たな販路拡大を目指し、中国市場への販路開拓の取組みを支援する

など、産地の競争力強化と漁業経営の改善を図ることにしました。

また、県漁業信用基金協会の経営基盤の強化を支援し、真珠や魚類養殖等の中小漁業者への資金融

通の円滑化を図ることにしました。

この結果、農林水産業費の当初予算額は、３６８億６，８７２万円となり、前年度当初予算額と比べて１５億

５，７９６万円、４．０５パーセントの減となっています。

農林水産業費の目的別内容及び主要項目の概要は、次表のとおりです。
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畜産業費
１，１７５，３６９千円
（３．１８％）

農業費
７，４５５，０８３千円
（２０．２２％） 農地費

１１，２７０，６２６千円
（３０．５７％）

農林水産業費

３６，８６８，７２１千円

水産業費
８，２２７，６３７千円
（２２．３２％）

林業費
８，７４０，００６千円
（２３．７１％）
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ニホンジカ適正管理計画調査事業費 ５８０

狩猟免許費 ９，２８０

人工増殖放鳥事業費 ７，９８７

イノシシ等有害鳥獣総合捕獲事業費 ７，７７７

経営構造対策事業費 ７，９５１

地域農業生産流通体制整備事業費 １０，４７１

農業大学校教育施設整備事業費 ３，８２２

園芸産地再編整備事業費 ３７，６９９

土地改良費（公共） ３，４９８，１７９

棚田地域等保全整備事業費 ４２，３９７

農用地高度利用基盤整備事業費 ４１６，１６８

農地防災事業費（公共） ２，９０４，１３４

林業構造改善事業費 ２８，１２８

造林費（公共） ３６７，５００

森林環境保全基金事業

森林そ生集団間伐促進事業費 ６３８，７５９

条件不利森林公的整備事業費 １０３，７３４

公共施設木材利用推進事業費 １１４，１１３

木の香る環境整備支援事業費 ５，４５０

県民参加の森設置・提供事業費 １９，８２７

集落等山地災害危険地区整備事業費 ９７，８１５

バイオマスペレット利活用総合対策事業費 ４，８３２

県民と森との交流促進事業費 １６，０６２

森とのふれあい活動促進事業費 ２，９０８

県民参加の森づくり公募事業費 ３０，０００

木質バイオマス利用促進事業費 ７，８５０

えひめ材住宅普及啓発事業費 ６，６４１

愛媛ヒノキ材ブランド化推進事業費 １，９５０

フォレスト・マイスター養成支援事業費 １３，７３０

林業普及指導事業費 １０，７８７

えひめ材の家づくり促進支援事業費 １７，７５３

松林保全事業費 １９，３３３

えひめ漁民の森づくり実践活動事業費 ２，８１３

森林環境保全基金積立金 ４０８，１８２

林道費（公共） １，３４４，６７７

広域林道整備事業費 ２９０，２００

治山費（公共） ２，４７６，０１０

緊急治山事業費 ６０，４８０

魚礁設置事業費 ２２５，７９８

沖合養殖場造成事業費 ３１，４００

増殖場造成事業費 １１２，０００

沿岸漁業構造改善事業費 ２３１，２９９

主 要 項 目 予 算 額

農 林 水 産 業 費 主 要 項 目 の 概 要
（単位 千円）
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漁港建設費（公共） ２，５７３，６４２

県単独土地改良事業費 ８９，８１２

県単独林道整備事業費 ６５，９１７

果樹産地体質強化促進事業費 ３８，９６７

農業試験分析機器等整備費 ６，４３６

家畜衛生施設整備事業費 ２１，６０４

土地改良地区調査計画費 ２２，０００

県単独治山事業費 ５，０００

樹木のＤＮＡ分析用機器整備事業費 ８，６９４

木材試験機器整備事業費 １５，１７９

種子島周辺漁業対策事業費 １４０，７５２

漁港及び漁港海岸施設維持修繕費 ２，０００

大規模林業圏開発林道事業費負担金 ４４２，６３４

全国青果物商業協同組合連合会愛媛大会補助金 ５００

農業近代化資金等融資費［融資枠２０億円］ ４３，１３０

農林漁業共同化資金融資費［融資枠１．５億円］ ２，２１８

農業経営基盤強化資金利子補給費補助金［融資枠２５億円］ １２，４５４

農業経営改善促進事業貸付金 ５０，０００

農業経営負担軽減支援資金等融資費［融資枠３億円］ ４，９９０

農業災害対策資金利子補給費補助金 ８２３

林産物共販事業資金貸付金 ２５，０００

木材産業振興資金貸付事業費 ５４２，６５８

漁協等経営基盤強化対策利子補給事業費 ３３，９８１

漁協等経営基盤強化対策資金貸付金 ７００，０００

漁業信用基金協会出資金 ５５，０００

漁業近代化資金融資費［融資枠８３億円］ １１７，７７１

漁業経営維持安定資金等利子補給金 １４，６９８

漁業振興資金積立金 ２３０，０００

漁業経営安定資金貸付金 １５０，０００

漁業経営健全化資金貸付金 ９００，０００

魚類養殖振興総合資金貸付金 ７５０，０００

真珠高品質化促進資金貸付金 ３００，０００

次期農業ビジョン策定検討費 ９４０

グリーン・ツーリズム推進事業費 ３，４３７

えひめブランド等販売拡大事業費 １１，０４６

地産地消活動推進事業費 ２，６４０

食品表示適正化推進事業費 ４，００３

新えひめの「味」ブランド化推進事業費 ９，１９９

生産者消費者連携促進モデル事業費 ７，５００

中山間地域等直接支払交付金事業費 １，４８８，８０６

中山間地域等直接支払基金積立金 ８２４，１７４

集落営農組織確保推進事業費 ３，０５７

地域農業担い手総合支援事業費 １，７８１

元気な農業者ネットワーク支援事業費 １２，１００

耕畜連携集落活動支援事業費 ７，５１４

南予グリーン・ツーリズム連携促進事業費（南予） １，５２９
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東予の地産地消サポート事業費（東予） １，６８０

中予ふるさと産品育成事業費（中予） １，８８５

「南予の味覚」販売拡大支援事業費（南予） ９８６

広見川等農業濁水流出対策事業費（南予） １，７０７

企業の農業参入促進事業費（東予） ９１５

農商工連携推進班活動強化費（中予） ６９９

地域農業マネージメントセンター連携推進事業費（南予） ３６２

捕獲鳥獣肉有効活用事業費（南予） １，６６０

えひめ食農教育推進事業費 １，４９８

えひめ就農促進支援事業費 １１，３５７

青年農業者等確保育成事業費 ２，５２８

農地活用普及事業費 １５，３７７

農山漁村女性活動推進事業費 ４，０７２

環境に優しい農業生産活動推進事業費 １０，２４２

女性就農支援事業費 ６，９６４

産学官連携新品種産地化促進事業費 １９，９０７

普及指導機関農業技術実証事業費 １０，８３２

有機農業推進事業費 ８，７０３

ブラッドオレンジ産地化確立事業費（南予） ４，３０８

えひめオリジナル産地育成事業費 ２，２４５

加工原料用果実価格安定対策事業費 ５，０４６

うんしゅうみかん緊急需給調整事業費 ４３，９０４

野菜生産出荷安定資金造成事業費 ３４，４２９

農業用廃プラスチック適正処理推進事業費 ５３８

愛媛水田農業経営確立対策事業費 １８，４６５

新病害虫防除技術確立事業費 ６，９４９

鳥獣害防止対策総合支援事業費 ９，７９０

農業共済加入促進連携支援事業費 ５１８

農業試験研究のうち、主なもの

業務用多収穫米安定生産技術確立試験費 ４，９９８

有機栽培技術確立試験費 ２，８４０

広域連携型農業研究開発事業費 ９２，１７０

新たな畜産経営チャレンジ事業費 ８，９６０

県産飼料基盤強化対策事業費 ４，６００

肉畜価格安定対策事業費 ２６，８４６

死亡牛全頭検査事業費 １８，０４９

愛媛銘柄豚生産体制支援事業費 ３，７０５

ふるさと・水と土ふれあい事業費 １２，０００

農村環境保全向上活動支援事業費 １７３，２２７

森林整備地域活動支援交付金事業費 １２６，３９１

森林整備地域活動支援基金積立金 ６１，２１７

新たな森林管理推進事業費 ２，７２４

「山村集落ふるさとの森」整備促進モデル事業費（東予） ３００

次期愛媛県総合林政計画策定検討費 ５００

森林整備担い手確保育成対策事業費 ２３，９０７

新しい森林経営方策導入推進モデル事業費（東予） １，２４０
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中予地域材認証制度確立モデル事業費（中予） １，６７７

林業試験研究のうち、主なもの

原木乾シイタケ増産技術開発研究費 ９０４

広域連携型林業研究開発事業費 ６，２００

新しい水産振興基本計画策定検討費 ６２３

離島漁業再生支援交付金事業費 ５４，５３６

離島漁業再生支援基金積立金 ２９６

漁村女性いきいき活動支援事業費 １，１３０

えひめ魚食普及推進事業費 ２，５７４

水産物輸出支援事業費 １，８２１

赤潮特約共済事業費 ３７，６４８

漁協組織再編促進事業費 １，０５２

力強い漁業担い手づくり推進事業費 １，５９３

藻場づくり活動推進事業費 ２，３００

資源増大栽培漁業推進事業費 ８７０

資源回復計画推進事業費 １０，２８９

宇和海漁業再生支援事業費（南予） １，９３７

水産試験研究のうち、主なもの

広域連携型水産研究開発事業費 ４１，９６５

水産バイオマス循環利用システム構築プロジェクト研究費 ７，７９１

受託水産試験研究開発費 ６，３００
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� 総務費・警察費

防災対策の推進については、「愛媛県防災対策基本条例」の趣旨を踏まえ、自主防災組織活動の一

層の促進を図るなど、防災対策の拡充・強化に努めるとともに、大規模災害発生時における県行政の

機能維持を図るため、業務継続計画（県版ＢＣＰ）を策定することにしました。

また、伊方原子力発電所周辺の放射能監視と施設の安全確認の機能強化を図るため、「伊方原子力

発電所安全監視センター（仮称）」の整備を推進することにしました。

地域活性化対策については、国から交付される「地域活性化・生活対策臨時交付金」を活用して、

交通安全施設の整備や道路防災対策など、地域活性化に資する幅広い分野でのインフラ整備等に積極

的に取り組むことにしました。

地球温暖化防止のため、省エネ家電の普及などの県民運動の展開を図るとともに、県地球温暖化防

止実行計画の策定に取り組むことにしました。

また、資源循環促進税を活用して、産業廃棄物の排出抑制、再資源化や有効利用の促進などに取り

組むとともに、バイオ燃料の普及促進に努めるなど、循環型社会の形成を図るほか、（財）愛媛県廃

棄物処理センターが取り組む低濃度ＰＣＢ汚染物処理に対し支援を行うことにしました。

安全・安心な地域社会を実現するため、信号機等の交通安全施設の整備や警察署の耐震対策に取り

組むことにしました。

また、食の安全安心推進条例の制定を踏まえ、条例の周知啓発や推進計画の策定に取り組むことに

しました。

地上デジタル放送の難視聴地域の解消を図るため、市町等が実施する辺地共聴施設のデジタル改修

等に対し支援を行うことにしました。

市町の自立支援については、市町の特色ある地域づくりを促進するため、地方局が主体となって、

市町の一体的かつ自立的な発展に向けた取組みを支援するほか、人口減少や高齢化により消滅の危機

にある集落などの維持・活性化を図るため、地域住民が主体となった集落づくりを支援することにし

ました。

また、各地方局が地域振興重点化プログラムに基づき、保健福祉や産業振興、環境保全や防災対策

などについて、地域の実情に応じた効率的・効果的な事業展開を図ることにしました。

さらに、厳しい経済状況にある南予地域の活性化を促進するため、市町の広域連携による多様な取

組みへの支援や団塊の世代等の移住・交流の促進に取り組むことにしました。

行財政改革の着実な推進を図るため、財政状況が厳しい中、県税徴収率の向上や「愛媛地方税滞納

整理機構」の安定的な運営、広告料収入の導入に努めるなど、一層の歳入確保を図ることにしました。

また、「えひめ夢提案制度」を活用して、地域活性化の取組みを支援するとともに、愛媛の魅力発

信や県民の県政参加を進めるため、「えひめ広報戦略プラン（仮称）」の策定と推進体制の整備を図る

ことにしました。

ふるさと納税制度については、納税者に本県への寄附を促すため、県人会等本県ゆかりの関係者に

対し、制度の普及啓発に努めることにしました。

愛媛ＦＣや愛媛マンダリンパイレーツなど地域に密着したプロスポーツの振興による地域活性化に

取り組むことにしました。
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「三浦保」愛基金については、社会福祉活動や環境保全・自然保護活動等の分野において、県直営

事業の実施やＮＰＯ法人等が取り組む事業に対する支援など、寄附の趣旨を十分尊重した事業展開を

図ることにしました。

この結果、総務費の当初予算額は、６７２億２，５８２万円となり、前年度当初予算額と比べて１２億４，３０２

万円、１．８２パーセントの減となっています。

また、警察費の当初予算額は、３１５億２，４２７万円となり、前年度当初予算額と比べて１億８，２９８万円、

０．５８パーセントの減となっています。

総務費及び警察費の目的別内容及び主要項目の概要は、次表のとおりです。
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企画費 ２，２６９，６１３千円（３．４２％）

市町振興費 １，２４５，７３９千円（１．８８％）

選挙費 ９７０，２９９千円（１．４４％）

統計調査費 ５７７，５８４千円（０．８６％）

監査委員費 １５７，０９３千円（０．２３％）

人事委員会費 １２４，１５６千円（０．１８％）

徴税費
４０，３７２，６７７千円
（６０．８３％）

警察費
３１，５２４，２７４千円

総務費
６７，２２５，８２２千円

警察管理費
２９，１１２，１８３千円
（９２．３５％）

総務管理費
１５，１１１，４８３千円
（２２．７７％）

環境生活費
６，３９７，１７８千円
（９．６４％）

警察活動費
２，４１２，０９１千円
（７．６５％）
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総 務 費

県債管理基金積立金 ３，６８４

県有施設維持管理基金借入金償還金 ８２，９７３

地域活性化・生活対策臨時基金積立金 １０，０９０

県有施設維持管理基金積立金 １３２，５２８

財政基盤強化積立金 ３２，３８９

ふるさと納税普及啓発費 ７９４

行政改革・地方分権推進事業費 ６９０

経営改革推進事業費 １，６３７

職員の長期派遣研修費 ２０，０８６

県例規閲覧・検索システム運営費 ６，４３０

県有財産処分推進費 ５０，０００

愛媛県公益認定等審議会費 ２，０４８

過疎・離島地域遠距離通学援助事業費 ６，３２１

元気な集落づくり支援事業費 ３，００６

特別徴収強化事業費 ２３，７００

愛媛地方税滞納整理機構運営費補助金 ９，８００

県税電子申告サービスシステム整備事業費 ４３，３２０

自動車保有手続ワンストップサービスシステム整備事業費 ４，２６４

不正軽油撲滅強化推進費 ４，８２０

県税システム運用管理費 ９２，５９４

市町村合併推進費 ３，３４０

住民基本台帳ネットワークシステム運営事業費 １１３，５５７

権限移譲推進費 ７１，２０１

衆議院議員選挙費 ９３８，６４１

衆議院議員選挙啓発推進事業費 ６，０００

最高裁判所裁判官国民審査費 ８，６４０

愛媛情報スーパーハイウェイ運営事業費 １９７，０３６

庁内ＬＡＮシステム運営事業費 ５２４，９９３

地上デジタル放送難視聴解消支援事業費 ８１，８３１

「三浦保」愛基金積立金 ５０，３１０

太平洋新国土軸構想等推進事業費 １，９７３

総合行政ネットワーク運営事業費 ５７，８６２

県民相談プラザ運営費 １７，１０１

県政広報誌発行費 ４８，４１６

県政広報番組放送費 ２８，４１０

県政モニター事業費 １，１８９

知事への政策提言事業費 ８０８

「こんにちは！知事です」実施事業費 ５３７

一般広報活動費 ９，２００

えひめ広報戦略プラン策定費 ８３４

えひめ地域政策研究センター費 ２７，０３５

主 要 項 目 予 算 額

総 務 費 ・ 警 察 費 主 要 項 目 の 概 要
（単位 千円）
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県際交流推進事業費 １，５５３

科学技術振興事業費 ２，９５１

四国はひとつ推進費 ３，７５０

四国へんろ世界文化遺産推進事業費 １，０９４

えひめ夢提案制度運営事業費 １，０３３

文化交流施設整備事業計画策定準備費 ４４５

プロスポーツ地域振興事業費 ３，２４８

知的財産戦略推進費 ２，３６３

政策総合推進費 ３，３７５

南予地域広域連携プロジェクト推進事業費 ６，０００

団塊の世代等移住・交流促進事業費 ８，１８９

地域創造推進事業費 １５７，５３１

松山空港利用促進事業費 ３，３０４

離島航路整備事業費 １４６，５１７

フリーゲージトレイン導入促進事業費 ６４５

電子自治体推進事業費 ３９，６８２

公的個人認証サービス運営事業費 ３０，５０８

えひめ地域ＩＴ活用支援促進事業費 ８５１

衛星デジタル映像機器維持管理費 ５，６４０

消防防災ヘリコプター運営管理費 １８０，１２５

自然環境整備交付金事業費 １６，９４０

環境放射線等対策費

伊方原子力発電所安全監視施設整備 ５００，０００

［債務負担行為限度額 ３０１，９５９］

環境放射線機器等整備 ４６１

環境放射線等測定調査 ７５，９０１

環境保全先端研究設備整備事業費 ９，９３３

合併処理浄化槽設置整備事業費 ７４，４１６

自然公園木製施設整備事業費 ５，８００

自然公園等施設整備事業費 １，６３６

生活協同組合貸付金 ３０，０００

消費者行政活性化基金積立金 １，８３９

消費者行政活性化基金事業

消費生活相談員拡充事業費 ３，８６４

市町消費生活相談員強化事業費 ２，２９２

悪質商法追放総合対策事業費 ９，６４６

廃棄物処理センター運営費補助金 １９０，０１９

廃棄物処理センター運営費貸付金 １，９８０，０００

石綿健康被害救済基金拠出金 １７，３２０

環境保全資金融資制度運用費 ７６，６７２

資源循環促進基金積立金 ２１９，３４５

資源循環促進基金事業

廃棄物中有用金属類回収技術開発研究事業費 ２，０９８

産業廃棄物不法投棄未然防止対策強化費 ２７，９２５

優良産業廃棄物処理業者育成事業費 ３，９５４

資源循環技術等研究開発事業費 ９，５００
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紙産業資源循環促進支援事業費 ４０，５３８

資源循環促進税適正運用確保事業費 ６，１２２

バイオ燃料普及促進事業費 ５，０２９

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推進事業費 ２４，３７４

資源循環優良モデル推進事業費 ２，９３８

「三浦保」愛基金事業

「三浦保」愛基金環境保全活動支援事業費 １５，０００

環境リーダーパートナーシップ構築事業費 １，０００

省エネ家電等普及県民運動推進費 １，４３７

生物多様性シンポジウム開催事業費 ９７２

地球温暖化防止県民運動推進事業費 １，３８４

地球温暖化防止普及啓発費 １，２４０

地球温暖化防止実行計画策定費 ７，２５１

愛媛県環境マイスター派遣事業費 ７５３

環境教育支援事業費（中予） １，１８３

エコツーリズム導入検討事業費 ９６１

野生動植物保護対策事業費 １，０１４

自然観察会開催事業費 １，９００

自然環境保全活動モデル事業費（東予） ５０５

地産地消型バイオ燃料実証事業費 ６４４，０９７

環境創造センター事業費 ６，９３４

ダイオキシン類監視指導分析事業費 ５，３２０

自助防災対策促進事業費 ６０２

災害時要援護者対策促進事業費 ７９５

愛媛県業務継続計画（県版ＢＣＰ）策定事業費 １，０６６

自主防災組織活動促進事業費 ２，７７３

危機管理体制強化推進事業費 ８，１１０

国民保護計画推進事業費 １，１１３

緊急援護物資備蓄費 ２，７１２

南海地震等大規模災害対策推進費 １，０００

原子力発電施設等緊急時安全対策費 １７４，６３４

地域と企業との連携による災害に強いまちづくり事業費（東予） ９８３

地域防災力強化促進事業費（中予） １，２４９

津波に対する地域防災力強化事業費（南予） ５３１

消防活動推進事業費 １，１９７

消防広域化・消防救急無線デジタル化推進事業費 ６７４

交通事故相談所運営費 ２，４６９

国際化推進啓発費 ７４５

外国人支援・海外連携推進事業費 ２，２５０

海外技術研修員受入事業費 ５，３１５

県費留学生受入事業費 ２，８５１

国際交流員招致事業費 １１，７５２

外国人学校国際交流促進事業補助金 ６００

多文化共生地域づくり推進事業費 ３，０００

旅券事務市町権限移譲事務費 １６，１８７

松山空港利用促進事業費（国際線利用促進関係） ５，３５３
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中国観光交流促進事業費 １７，００３

警 察 費

増員給与費 １９，４３１

交通安全施設等整備事業費 ３９７，９６８

共済組合住宅整備事業費 ２，１３８

［債務負担行為限度額 ４６６，１４９］

取調室透視鏡整備費 １０，１７０

警察施設耐震対策実施費 ５，１８３

車両整備費 ３７，６１２

県単独交通安全施設整備事業費 １７２，１１２

パーキングチケット発給設備更新費 ７，４５３

電線共同溝整備対策費 ３１，１４９

警察安全相談員設置費 １５，８１２

交番相談員増員強化費 ４，５３８

交番相談員設置費 ４９，７２９

通信指令システム運用費 １５２，５０１

犯罪被害者対策費 １，９３８

警察用航空機導入整備充実費 ９２，７０６

航空機点検管理費 １７，４０５

放置車両確認事務委託費 ４３，９０６

防災器材整備事業費 ５７８

警察活動費（補助） ６８７，４４７
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� 民生費・衛生費

「愛と心のネットワーク」をさらに広く深く浸透させるため、ボランティアキャンペーンの実施な

ど、県民総参加によるボランティア活動の活性化を図ることにしました。

また、ＮＰＯからの企画提案による多様な主体による協働事業に取り組むなど、県民の県民による

地域社会づくりを推進するとともに、次代を担う高校生を対象に男女共同参画への理解促進に努める

ことにしました。

子供の健全育成と子育て支援については、多様な保育サービスを提供する保育所や認可外保育所施

設などに対する支援を行うとともに、子育て家庭における経済的負担を軽減するため、引き続き、乳

幼児医療費の助成に努めることにしました。

また、放課後児童クラブや放課後子ども教室を充実し、児童の健全育成と健やかな居場所づくりを

推進するとともに、「えひめ結婚支援センター」を核とした未婚男女の結婚支援に取り組むことにし

ました。

障害者・高齢者福祉については、障害者の自立と社会参加を促進するため、障害者自立支援法に基

づく新体系への円滑な移行を図り、障害福祉サービス利用者に対する支援の充実に努めるとともに、

障害福祉施設の整備を促進することにしました。

また、後期高齢者医療制度の安定した運営に努めるとともに、在宅介護研修センターでの研修を通

じた介護ボランティアの養成に努めることにしました。

保健・医療については、地域医療を担う医師の育成・確保を図るため、愛媛大学医学部の地域特別

枠増員と連動した奨学金貸与制度の円滑な運用を図るとともに、ＰＦＩ方式による県立中央病院の建

替整備を進めることにしました。

また、県消防防災ヘリコプターを活用して、救急現場への医師派遣による速やかな救急活動や医療

機関への迅速な搬送等に取り組むとともに、市町や医師会等の関係団体と連携して、愛媛の救急医療

を守る県民運動を展開することにしました。

さらに、新型インフルエンザの発生に備えて、必要となる医療機器等の整備を支援するとほか、医

療技術大学について、平成２２年４月からの地方独立行政法人化を目指した取組みを進めることにして

います。

生活安全確保対策については、県民生活の不安解消のため、「消費者行政活性化基金」を設置し、

これを活用して、県消費生活センターの相談体制を拡充するとともに、市町における相談業務の強化

に対する支援を行うことにしました。

また、子どもを安心して育てることができる体制整備を推進するため、「安心こども基金」を設置

し、これを活用して、保育所や認定こども園の整備等を促進することにしました。

さらに、「障害者自立支援対策臨時特例基金」の追加造成を行い、引き続き、障害福祉サービス利

用者に対する支援の充実に努めるとともに、「妊婦健康診査臨時特例基金」を設置し、これを活用し

て、市町における妊婦健康診査の充実を支援することにしました。

この結果、民生費の当初予算額は、７０７億３，８８６万円となり、前年度当初予算額と比べて４億６，９１６

万円、０．６７パーセントの増となっています。

また、衛生費の当初予算額は、２５８億８，０１８万円となり、前年度当初予算額と比べて１３億７，１２５万円、
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５．５９パーセントの増となっています。

民生費及び衛生費の目的別内容及び主要項目の概要は、次表のとおりです。
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病院費
１４，３５３，２４９千円
（５５．４６％）

衛生費
２５，８８０，１８２千円

民生費
７０，７３８，８６３千円

社会福祉費
５５，５０９，８６８千円
（７８．４７％）

公衆衛生費
６，５９５，９５２千円
（２５．４９％）

児童福祉費
１２，８２３，０９９千円
（１８．１３％）

医薬費
２，３２３，２８５千円
（８．９８％） 生活保護費

２，３９８，４２６千円
（３．３９％）保健所費

２，１８３，８５８千円
（８．４４％） 災害救助費

７，４７０千円
（０．０１％）

環境衛生費
４２３，８３８千円
（１．６４％）
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民 生 費

更生保護制度施行６０周年記念愛媛県大会補助金 ２００

あったか愛媛ＮＰＯ応援基金積立金 ２，２３０

高校生のための男女共同参画推進事業費 １，５０９

ＤＶ防止対策推進事業費 １，９８３

男女共同参画推進条例施行費 １，８６４

男女共同参画社会づくり推進県民会議開催費 １，１６６

男女共同参画理解促進事業費 １，４６５

県民協働地域社会づくり推進事業費 ３，９３７

こころ輝くボランティア応援事業費 ２，３４６

ボランティアマッチング推進事業費 ４，９６７

あったか愛媛ＮＰＯ応援事業費 ２，４７０

隣保事業等推進事業費 ２１８，８８５

人権尊重の社会づくり推進事業費 ３７，０８７

人権啓発センター運営事業費 ４，３７５

重度心身障害者（児）医療費公費負担事業費 １，７３４，２９６

心身障害者扶養共済事業費 １，５１３，１１２

自立支援医療補装具給付事業費 ４０２，１４０

障害者介護給付費等負担金 ３，１１７，０３５

地域生活支援事業費補助金 ２６０，４０８

障害者授産工賃倍増計画支援事業費 ９，６７０

障害者社会復帰施設等運営補助事業費 ２９６，６５２

障害者自立支援緊急対策事業費 ５１４，９２０

介護給付費負担金 １６，３９２，９４０

軽費老人ホーム事務費補助金 ６３１，９１０

在宅寝たきり老人等介護手当支給事業費 １４，３３０

介護保険地域支援事業交付金 ３８３，２２８

後期高齢者医療公費負担事業費 １２，８４２，１５７

後期高齢者医療保険基盤安定事業費 ２，６３０，９２６

後期高齢者医療高額医療費負担金 ３５６，９８９

障害者職業生活支援事業費 １５，８７０

国民健康保険保険基盤安定事業費 ４，１７５，８９３

国民健康保険財政調整交付金 ５，８５４，２７２

国民健康保険高額医療費共同事業負担金 ６６９，５８９

児童福祉施設入所措置費 ３，１１９，７４８

障害児施設給付費等負担金 ２，０３４，４２９

母子家庭医療費公費負担事業費 ４２１，６６１

児童扶養手当支給事業費 ５２１，２３１

特別保育等事業費 ９３，４３２

地域子育て支援拠点事業費 １９４，８２２

子ども療育センター運営費 ６７２，０２９

発達障害者支援センター運営費 １６，０３６

子育て支援緊急対策事業費 ４７３，１９３

主 要 項 目 予 算 額

民 生 費 ・ 衛 生 費 主 要 項 目 の 概 要
（単位 千円）
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児童手当制度実施事業費 ２，９１７，５１７

扶助費 ２，３７６，２８１

在宅介護研修センター運営費 ４２，５５６

えひめこどもの城運営費 １９６，４４０

母子家庭等就業・自立支援センター運営費 １１，４２５

障害福祉施設整備事業費 ３１８，９５２

国民健康保険診療施設整備事業費 １，９６８

愛媛県社会福祉大会補助金 ５００

肢体不自由児愛護大会補助金 ２００

愛媛県手をつなぐ育成会研修大会補助金 ２００

愛媛県老人クラブ大会補助金 ２００

傷痍軍人大会補助金 ２００

遺族大会補助金 ２００

ＶＹＳ大会補助金 ２００

愛媛県母子寡婦福祉大会補助金 ２００

四国地区母子寡婦福祉研究集会補助金 ２００

障害者自立支援対策臨時特例基金積立金 １０，５２６

介護保険財政安定化基金積立金 ４６，９２３

後期高齢者医療財政安定化基金積立金 ３８５，０６９

安心こども基金積立金 ８，１０５

妊婦健康診査臨時特例基金積立金 ６，５３７

民生児童委員・主任児童委員費 １０５，８７１

地域福祉等推進特別支援事業費 １，５４４

「三浦保」愛基金社会福祉分野公募事業費 １０，０００

福祉・介護人材確保緊急支援事業費 ２１，４１５

ＤＶ防止相談支援体制強化事業費 ２，４２２

障害者スポーツ振興事業費 １３，５７２

盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成派遣事業費 ４，６０９

心身障害者（児）歯科診療所運営委託等事業費 ９，０２７

軽度発達障害者（児）社会参加促進事業費 ４４１

発達障害ネットワーク事業費（東予） １，８８３

老人クラブ育成指導費 ２５，１０１

明るい長寿社会づくり推進事業費 ２０，８７８

認可外保育施設児童育成支援事業費 ３，９０２

えひめ結婚支援センター運営事業費 ６，７１８

次世代育成支援対策推進事業費 ９１２

児童館活動強化対策費 ８，２８８

放課後児童健全育成事業費 １４８，７４７

母子家庭自立支援事業費 ３，９５８

児童相談所活動事業費 ３，４４４

福祉避難所運営支援事業費 １，９３０

衛 生 費

被爆者対策費 ４９８，７８０

小児慢性特定疾患治療研究費 １９９，４１１

乳幼児医療給付費 ８１８，９１５

不妊治療助成事業費 ６０，３４２

妊婦健康診査支援事業費 ３７７，３４２
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結核医療費 １９，４０６

特定疾患対策費 １，２６０，３６２

予防接種健康被害者救済給付費 １５，１５８

肝炎治療特別促進事業費 ２８３，８５５

精神障害者医療費 ２，０８５，９７０

精神障害者地域移行支援事業費 ７，９３０

医療施設近代化施設整備事業費 ２６４，６４９

歯科衛生士養成所施設整備事業費 ４５，８４０

歯科衛生士養成所初度施設整備事業費 ５，５００

地域医療医師確保奨学金貸付金 ２０，１７８

［債務負担行為限度額 ８１，４３２］

先天性代謝異常等対策費 ３０，２９２

産科医等確保支援分娩手当補助金 ４２，６６７

結核対策事業費 ６，２６３

新型インフルエンザ緊急総合対策事業費 ３３，３１５

ハンセン病福祉事業費 １，７５１

難病患者支援事業費 ３，９６９

生活習慣病予防総合支援事業費 ４８，９５４

精神科救急医療システム整備費 １５，３８５

地域歯科保健支援事業費 １，２１２

歯科保健総合対策事業費 １２，２９６

県民健康づくり運動推進事業費 １，３８５

「げんき満点」食育実践事業費（東予） ４８６

若者の食育推進事業費（中予） １，８４５

食の安全安心推進条例施行費 ９９７

食品等検査費 ３３，４２６

救急医療対策事業費 ２４，９９２

がん対策推進費 ３４，３５０

小児救急医療電話相談事業費 ５，１５２

広域災害・救急等医療情報システム運営費 ２２，４２６

へき地医療対策費 ２０，８９５

へき地医療支援事業費 ２２，４０８

医師確保対策推進事業費 ３，２２０

地域医療学講座設置事業費 ３２，０００

消防防災ヘリコプター搭乗医師等確保事業費 １５，４７８

災害医療対策事業費 ９２２

救急医療医師確保事業費 ４０，６０５

社会福祉施設健康危機管理対策推進事業費（中予） ５１９

「愛媛の救急医療を守る県民運動」推進事業費 １，０９９

子どもを守る医療応援事業費（東予） １，０９７

救急医療体制推進事業費（中予） １，１６０

南予地域医療確保対策事業費（南予） ２，１３３

院内保育事業運営費補助金 ６，３５６

看護師等養成所運営費補助金 ６５，６０８

看護師等支援事業費 ２１，７４３

医療技術大学地方独立行政法人移行準備費 ３１，０９５
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� 商工費・労働費

雇用対策については、雇用環境の厳しい若年者層の雇用促進を図るため、ジョブカフェ愛ｗｏｒｋ

における就職相談・人材育成などの総合的な支援等を実施するとともに、拡充されるえひめ若者サポー

トステーションと協働してニートに対する自立支援に取り組むほか、本県の産業基盤や特性を活かし

た企業立地や産業集積を図るなど、企業誘致の促進に努めることにしました。また、中高年離職者等

に対する多様な職業訓練の実施や就労支援に努め、雇用・就業機会の確保を図ることにしました。

緊急雇用対策については、県内の厳しい雇用情勢を踏まえ、地域における安定的な雇用機会の創出、

非正規労働者等の一時的な雇用機会の創出や再就職支援を図るため、「ふるさと雇用再生特別基金」

及び「緊急雇用創出事業臨時特例基金」を設置し、これを活用した迅速かつ的確な雇用対策を実施す

るとともに、市町が地域の実情に応じて実施する雇用対策に対しても支援を行うことにしました。

本県経済の基盤であるものづくり企業を支援するため、大手企業との新たなネットワークの構築を

図るとともに、商工業者と農林水産業者との連携によるビジネスの発掘、農商工連携による新たな事

業展開の促進に努めるなど、本県の豊かな資源を活用した産業の創出に取り組むことにしました。ま

た、厳しい経営状況にある中小企業を支援するため、資金需要に応じた融資枠の確保を図ることにし

ました。

厳しい経済状況にある南予地域の活性化を促進するため、真珠のブランド化に向けた取組みへの支

援など、産業の振興や交流人口の拡大に取り組むとともに、県内でも特に厳しい雇用情勢を踏まえ、

南予地域の若者の職業訓練等の就職支援に取り組むことにしました。

商業・観光については、本県観光の振興を図り、地域経済の活性化に資するため、しまなみ海道開

通１０周年記念事業を地元市町や広島県と連携して実施するほか、松山～上海便の開設５周年を契機に、

関係団体等と連携しながら一層の利用促進を図り、経済や観光分野での中国との交流促進に積極的に

取り組むことにしました。

また、商店街の活性化を図るため、賑わいの創出や人材育成など、県内のモデルとなる取組みを支

援することにしました。

この結果、商工費の当初予算額は、４４１億１，６５６万円となり、前年度当初予算額と比べて７５億４，０３４

万円、２０．６２パーセントの増となっています。

また、労働費の当初予算額は、５０億３，５４０万円となり、前年度当初予算額と比べて３４億５０７万円、２０８．８６

パーセントの増となっています。

商工費及び労働費の目的別内容及び主要項目の概要は、次表のとおりです。
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職業訓練費
４，３３７，８０２千円
（８６．１５％） 労働費

５，０３５，４００千円
商工費
４４，１１６，５５６千円

商工業費
４３，８１４，５１０千円
（９９．３２％）

労政費
５６８，６１４千円
（１１．２９％）

観光費
３０２，０４６千円
（０．６８％）

労働委員会費
１２８，９８４千円
（２．５６％）
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商 工 費

運輸事業振興助成交付金 ２２３，０１０

東京アンテナショップ運営事業費 ５４，１７５

愛媛国際貿易センター展示場等整備事業費 １７，７３７

計量検定所検査機器等整備事業費 ６，１３５

産業技術研究所試験研究機器整備事業費 １８９，７６７

日本商工会議所青年部第２９回全国大会えひめ松山大会補助金 ３，０００

中小企業振興資金貸付金 ３７，９９０，０００

企業立地資金貸付基金積立金 ４，８７２

国際商談会開催事業費 ８９０

愛媛経済国際化推進事業費 １，０４１

松山港定期貨物航路振興事業費 １，１３０

愛媛貿易情報センター運営費 ９，２２０

ジェトロ・愛媛産業国際化センター運営費 ７，０１８

経済諮問会議開催事業費 ２９６

松山港新規貨物航路誘致・利用促進事業費 １，０００

愛媛型農商工連携促進事業費 ８，５１１

「四国産品常設売場」開設事業費 ３，３６９

事業継続計画導入支援事業費 ６４８

愛媛ものづくりイノベーション支援事業費 ６，９９７

創業・経営基盤強化総合支援事業費 １９，８５１

高度ＩＴ人材創出・育成事業費 ２，２７６

バイオ産業創出支援事業費 ６，７３８

産業財産権流通・活用支援事業費 １，７８４

中小企業戦略的ＩＴ活用支援事業費 ３，３０３

ＴＯＹＯものづくり産業支援事業費（東予） ３，３１９

下請企業振興事業費 １９，１０９

中小企業団体中央会補助金 １２６，９１４

小規模事業指導費補助金 １，５０３，６３２

商工会等提案型活動支援事業費 ３，２１６

まちの元気再生応援隊育成事業費 １，１００

商店街振興組合指導事業費 １，８００

まちぐるみ活動商店街総合支援事業費 ３，４００

宇和島真珠ブランド化推進事業費 ８，６９５

えひめ食品販路拡大推進事業費 ４，９５９

えひめの売れる食品づくり支援事業費 ３，４８２

中小企業融資円滑化推進費 ３９，１７５

企業誘致推進費 ２，３２７

地域基幹産業基盤強化特別支援事業費 １００，０００

企業立地促進事業費 ８６８，３１４

企業誘致活動強化事業費 ２，０００

産業技術研究所試験研究のうち、主なもの

従来練り製品技術を用いた新規水産加工食品開発研究費 ６２６

主 要 項 目 予 算 額

商 工 費 ・ 労 働 費 主 要 項 目 の 概 要
（単位 千円）
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繊維産業技術センター試験研究のうち、主なもの

自然物の色をそのまま再現する染色技術開発研究費 ６２７

窯業技術センター試験研究のうち、主なもの

地域資源を活用した機能性いぶし素材開発研究費 ６２７

産学官連携推進事業費 ４０，４５５

先導技術プロジェクト育成事業費 ６，０７８

高性能ＩＣタグ開発等地域イノベーション創出研究開発事業費 ８，４６３

柑橘成分利用地域資源活用開発研究費 １，５００

四国観光立県推進事業費 ３９，０００

伊予観光大使制度運営事業費 ５２４

えひめロケーション誘致推進事業費 ２，６９７

インターネット観光情報発信事業費 １，０００

えひめの祭り観光ブランド化モデル事業費 １，５７８

南予感動体験ツーリズム推進事業費 ２，７６７

しまなみ海道１０周年記念事業費 ４２，７３６

観光まちづくり連携推進事業費 ８０３

東予ニューツーリズム推進事業費（東予） １，１７６

地域資源活用中予広域観光振興費（中予） ２２５

韓国経済・観光交流推進事業費 ４，３８４

中国人旅行者誘致促進事業費 １，１９６

国際観光テーマ地区推進事業費 ４，９７８

広域連携インバウンド推進事業費 ２，４８８

労 働 費

高等技術専門校機器整備事業費 １０２，２３８

勤労者福祉資金貸付事業費 ３２０，７７５

愛媛県ふるさと雇用再生特別基金積立金 ３６，８１１

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 １６，００５

ファミリー・サポート・センター設置促進事業費 ４８１

労働者福祉活動育成事業費 １，２６０

えひめ子育て応援企業育成事業費 ２，２６２

ものづくり人材育成支援事業費 ６３９

今治地域造船業人材育成支援事業費 ４，４７０

建設業実践型人材養成システム導入促進事業費 ８，１５６

技能継承支援事業費 １，９５２

離職者等職業能力開発事業費 １５７，７８４

能力再開発訓練促進費 ８，８３４

職場適応訓練費 ２，２６２

障害者就労促進事業費 １４３，０４０

建設業離職者雇用転換等支援事業費 ３，２９８

南予人材活用・東予ものづくり技能継承推進事業費 ９，４００

（社）愛媛県シルバー人材センター連合会運営費 ６，９００

愛媛若者サポート事業費 ７，９２５

地域雇用創造促進支援事業費 ２，２７９

若年人材育成推進事業費 ４３，１７２

愛媛県ふるさと雇用再生事業費 ９２４，０００

愛媛県緊急雇用創出事業費 １，０２０，０００
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市町ふるさと雇用再生事業費 ６１６，０００

市町緊急雇用創出事業費 ６８０，０００

訓練事業費 ４７，７５６

南予地域人材育成事業費 ６，２８５

－４１－



� その他の予算

以上のほか、県債を償還するための公債費に９８７億９，８５５万円（対前年比９６．６６パーセント）を、災

害復旧費に４０億７，２９６万円（対前年比８７．６３パーセント）を、県議会の運営費である議会費に１２億４，０７０

万円（対前年比９７．９２パーセント）を、予備費に前年度同額の５，０００万円をそれぞれ計上しました。

� 性質別内容

当初予算の性質別の内容は、第２表のとおりです。

まず、投資的経費については、普通建設事業費７９０億５，０８３万円、災害復旧事業費４０億７，２９６万円を

計上しました。

人件費については、年間所要額として１，８３１億１，８１９万円を計上しました。

また、補助費等１，１６７億１３６万円、公債費９８７億５，１２６万円、扶助費１７２億２，１３８万円については、年間

必要額をそれぞれ計上しました。このうち、補助費等の主な内容は、補助交付金８５９億５，２９７万円、負

担金・寄附金１１１億３，１７８万円となっています。

そのほか、貸付金５３３億７，８２０万円、物件費２０４億１９万円、維持補修費２１億３，８７５万円、積立金２１億５，７３２

万円、投資及び出資金５３億６，９３２万円、繰出金３５億８，０２６万円を計上しました。

� 充当財源

歳出予算に充当した財源については、第３表のとおりです。

このうち、県税１，３１６億円は平成２１年度収入見込額を、地方交付税１，６１８億円は平成２０年度予算額を

基礎にそれぞれ計上し、国庫支出金、県債及びその他の特定財源については、いずれも事業執行に見

合う額を計上しました。

－４２－



区 分

性 質 別

平 成 ２１ 年 度 平 成 ２０ 年 度 比 較

当 初 予 算 額 � 構 成 比 当 初 予 算 額 � 構 成 比 � － � �×１００
％ ％ ％

人 件 費 １８３，１１８，１８６ ３１．２５ １８７，５１５，４９０ ３１．９９ △４，３９７，３０４ ９７．６５

物 件 費 ２０，４００，１８５ ３．４８ １７，１０９，７３９ ２．９２ ３，２９０，４４６ １１９．２３

維 持 補 修 費 ２，１３８，７４９ ０．３７ ２，０２３，９４３ ０．３５ １１４，８０６ １０５．６７

扶 助 費 １７，２２１，３８３ ２．９４ １６，５５５，０１９ ２．８２ ６６６，３６４ １０４．０３

補 助 費 等 １１６，７０１，３５８ １９．９２ １１６，５１６，７８８ １９．８７ １８４，５７０ １００．１６

普 通 建 設 事 業 費 ７９，０５０，８２８ １３．４９ ８２，６２７，４６０ １４．０９ △３，５７６，６３２ ９５．６７

災 害 復 旧 事 業 費 ４，０７２，９５６ ０．７０ ４，６４７，７５０ ０．７９ △５７４，７９４ ８７．６３

失 業 対 策 事 業 費 ０ ０．００ ０ ０．００ ０ ０．００

公 債 費 ９８，７５１，２６３ １６．８５ １０２，１５８，６２３ １７．４３ △３，４０７，３６０ ９６．６６

積 立 金 ２，１５７，３１６ ０．３７ ２，６０９，６０７ ０．４５ △４５２，２９１ ８２．６７

投 資 及 び 出 資 金 ５，３６９，３２０ ０．９２ ５，３９２，３２０ ０．９２ △２３，０００ ９９．５７

貸 付 金 ５３，３７８，１９８ ９．１１ ４５，４２０，１０４ ７．７５ ７，９５８，０９４ １１７．５２

繰 出 金 ３，５８０，２５８ ０．６１ ３，６７３，１５７ ０．６３ △９２，８９９ ９７．４７

計 ５８５，９４０，０００ １００．００ ５８６，２５０，０００ １００．００ △３１０，０００ ９９．９５

投資及び出資金 ５，３６９，３２０千円 （０．９２％）

繰 出 金 ３，５８０，２５８千円 （０．６１％）

積 立 金 ２，１５７，３１６千円 （０．３７％）

維持補修費 ２，１３８，７４９千円 （０．３７％）

第２表のＡ
平成２１年度一般会計当初予算の状況（歳出・性質別）

（単位 千円）

第２表のＢ

物件費
２０，４００，１８５千円
（３．４８％）

貸付金
５３，３７８，１９８千円
（９．１１％）

人件費
１８３，１１８，１８６千円
（３１．２５％）

補助費等
１１６，７０１，３５８千円
（１９．９２％）

その他
（３４．７７％）

義務的
経費
（５１．０４％）

平成２１年度当初予算総額
（歳出・性質別）
５８５，９４０，０００千円

投資的経費
（１４．１９％）

災害復旧事業費
４，０７２，９５６千円
（０．７０％）

公債費
９８，７５１，２６３千円
（１６．８５％）

普通建設事業費
７９，０５０，８２８千円
（１３．４９％）

扶助費
１７，２２１，３８３千円
（２．９４％）

－４３－
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第２表のＣ
平成２１年度当初予算と平成２０年度当初予算の比較（歳出・性質別）
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区 分

款 別

平 成 ２１ 年 度 平 成 ２０ 年 度 比 較

当 初 予 算 額 � 構 成 比 当 初 予 算 額 � 構 成 比 � － � �×１００
％ ％ ％

県 税 １３１，６００，０００ ２２．４６ １６１，６００，０００ ２７．５７ △３０，０００，０００ ８１．４４

地 方 消 費 税 清 算 金 ２５，３６０，０００ ４．３３ ２６，１７８，０００ ４．４７ △８１８，０００ ９６．８８

地 方 譲 与 税 １２，１６０，８４４ ２．０８ ３，５７１，８２６ ０．６１ ８，５８９，０１８ ３４０．４７

地 方 特 例 交 付 金 １，６００，０００ ０．２７ １，８００，０００ ０．３１ △２００，０００ ８８．８９

地 方 交 付 税 １６１，８００，０００ ２７．６１ １６２，２００，０００ ２７．６７ △４００，０００ ９９．７５

交通安全対策特別交付金 ６０６，０００ ０．１０ ５７５，０００ ０．１０ ３１，０００ １０５．３９

分 担 金 及 び 負 担 金 ３，４３４，１１６ ０．５９ ３，７０７，７８２ ０．６３ △２７３，６６６ ９２．６２

使 用 料 及 び 手 数 料 ８，１３６，３６５ １．３９ ７，９１７，３０８ １．３５ ２１９，０５７ １０２．７７

国 庫 支 出 金 ６８，２３９，２７７ １１．６５ ６７，２４７，２４０ １１．４７ ９９２，０３７ １０１．４８

財 産 収 入 ２，６７２，５７５ ０．４６ ３，０３０，３２７ ０．５２ △３５７，７５２ ８８．１９

寄 附 金 ８０，０５４ ０．０１ ８７，５２５ ０．０１ △７，４７１ ９１．４６

繰 入 金 １７，３４８，１６６ ２．９６ ２１，９８４，５１２ ３．７５ △４，６３６，３４６ ７８．９１

繰 越 金 １，３００，０００ ０．２２ １，３００，０００ ０．２２ ０ １００．００

諸 収 入 ６１，８５４，６０３ １０．５６ ６１，４４３，４８０ １０．４８ ４１１，１２３ １００．６７

県 債 ８９，７４８，０００ １５．３２ ６３，６０７，０００ １０．８５ ２６，１４１，０００ １４１．１０

計 ５８５，９４０，０００ １００．００ ５８６，２５０，０００ １００．００ △３１０，０００ ９９．９５

使用料及び手数料 ８，１３６，３６５千円（１．３９％）

分担金及び負担金 ３，４３４，１１６千円（０．５９％）

財産収入 ２，６７２，５７５千円（０．４６％）

地方特例交付金 １，６００，０００千円（０．２７％）

繰 越 金 １，３００，０００千円（０．２２％）

交通安全対策特別交付金 ６０６，０００千円（０．１０％）

寄 附 金 ８０，０５４千円（０．０１％）

第３表のＡ
平成２１年度一般会計当初予算の状況（歳入・款別）

（単位 千円）

第３表のＢ

地方譲与税
１２，１６０，８４４千円
（２．０８％）

繰入金
１７，３４８，１６６千円
（２．９６％）

地方消費税清算金
２５，３６０，０００千円
（４．３３％）

地方交付税
１６１，８００，０００千円
（２７．６１％）

諸収入
６１，８５４，６０３千円
（１０．５６％）

平成２１年度当初予算総額
（歳入・款別）
５８５，９４０，０００千円

国庫支出金
６８，２３９，２７７千円
（１１．６５％）

県税
１３１，６００，０００千円
（２２．４６％）

県債
８９，７４８，０００千円
（１５．３２％）
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第３表のＣ
平成２１年度当初予算と平成２０年度当初予算の比較（歳入・款別）
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特 別 会 計

平成２１年度の特別会計の当初予算は、災害救助基金特別会計をはじめ１５会計で、総額は、１，１８９億３，３８２

万円となっています。

各会計の予算額は、第４表のとおりです。以下、会計別にその概要を説明します。

１ 災害救助基金特別会計

災害を受けた者の保護と社会秩序の保全を図るため、救助費１，２０３万円を計上しました。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計

母子家庭の経済的自立とその扶養する子弟の福祉を増進するため、母子福祉資金貸付金２億９，３８７

万円を、寡婦家庭の経済的自立を援助するため、寡婦福祉資金貸付金１，４７９万円等を計上しました。

３ 中小企業振興資金特別会計

中小企業の近代化及び合理化を図るため、高度化資金事業費３億８，５３８万円、設備導入資金貸付

事業費３億１，２９０万円、織布業構造改善事業費６２５万円等を計上しました。

４ 農業改良資金特別会計

農業者等の農業技術の導入と家庭生活の改善を促進するため、農業改良資金貸付金２億４，８００万

円等を計上しました。

５ 国営農業水利事業負担金特別会計

南予地区等における農業用水を確保するため、国営で施行した農業水利施設の償還金３８億９，０３６

万円等を計上しました。

６ 県有林経営事業特別会計

県有林の運営管理を行い、経営の円滑化を図るため、模範造林費６，６８９万円、木材生産販売費７，８２６

万円等を計上しました。

７ 林業改善資金特別会計

林業者等の林業経営の改善を図るため、林業改善資金貸付金１億８，５００万円等を計上しました。

８ 沿岸漁業改善資金特別会計

沿岸漁業者等の沿岸漁業経営の改善を図るため、沿岸漁業改善資金貸付金２億６，０００万円等を計

上しました。

９ 公共用地整備事業特別会計

公共事業の用に供する用地の先行買収を行うため、用地取得事業費４３億９，８５７万円を計上しまし

た。

１０ 港湾施設整備事業特別会計

港湾施設の整備促進を図るため、港湾施設管理費８，００６万円等を計上しました。

１１ 用品調達特別会計

庁内物品購入の円滑化を図るため、用品調達費４億２５４万円を計上しました。

１２ 自動車集中管理特別会計

庁内自動車を集中管理し、運営管理の合理化を図るため、管理費９９０万円を、経費節減対策の一

環としての公文書逓送業務のため、公文書逓送費７７０万円をそれぞれ計上しました。

－４７－



１３ 公債管理特別会計

公債費の経理の適正化を図るため、元金９０６億８，７１４万円、利子１６４億７，５４９万円等を計上しました。

１４ 市町村合併移行円滑化資金特別会計

市町村合併に不可欠な各市町村の電算システム統合に要する経費を対象として無利子貸付けを行

うため、貸付金１億４，０４８万円を計上しました。

１５ 奨学資金特別会計

高等学校、大学等に就学する者を対象として奨学資金の貸付けを行うため、奨学資金貸付金７億

１，０６４万円等を計上しました。

区 分

会 計 別

平成２１年度
当初予算額

�

平成２０年度
当初予算額

�

比 較 増 減

�－�

平成２１年度当初予算の財源内訳

国支出金 起 債 そ の 他
収 入

一般会計
繰 入 金

災 害 救 助 基 金 １２，０２７ １２，５１２ △４８５ ５５０ ― ５，０２１ ６，４５６

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 ３０８，６６６ ３１４，７８３ △６，１１７ ― ４７，３４２ ２３４，２２４ ２７，１００

中 小 企 業 振 興 資 金 ７１６，３０９ ３，４４９，５１２ △２，７３３，２０３ ― ― ７１６，３０９ ―

農 業 改 良 資 金 ３２４，１１７ ２６５，５７０ ５８，５４７ ― ７，３８９ ３０８，３８２ ８，３４６

国営農業水利事業負担金 ３，９１２，８６９ ３，９６１，８１２ △４８，９４３ ― ― ６３０，２００ ３，２８２，６６９

県 有 林 経 営 事 業 ２６３，７２３ ２５９，８２５ ３，８９８ ― ― １５８，３５９ １０５，３６４

林 業 改 善 資 金 １９５，１５０ ２４１，２８８ △４６，１３８ ３，０００ ― １８５，１７１ ６，９７９

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ２６１，３８８ ９２，２６２ １６９，１２６ ― ― ２６０，００２ １，３８６

公 共 用 地 整 備 事 業 ４，３９８，５７３ ７，２６９，２１３ △２，８７０，６４０ ― ― ４，３９８，５７３ ―

港 湾 施 設 整 備 事 業 ８０，０５６ ５９２，５１７ △５１２，４６１ ― ― ８０，０５６ ―

用 品 調 達 ４０２，５４０ ４０２，５４０ ０ ― ― ４０２，５４０ ―

自 動 車 集 中 管 理 １７，６０８ ４７，４０２ △２９，７９４ ― ― １７，６０８ ―

公 債 管 理 １０７，１６７，１８４ １３１，０２９，６３０ △２３，８６２，４４６ ― ８，６８１，４４０ ― ９８，４８５，７４４

市町村合併移行円滑化資金 １４０，４７５ ５３４，０７５ △３９３，６００ ― ― １４０，４７５ ―

奨 学 資 金 ７３３，１３４ ７１１，４６８ ２１，６６６ ４３９，１４４ ― ２９３，９９０ ―

計 １１８，９３３，８１９ １４９，１８４，４０９ △３０，２５０，５９０ ４４２，６９４ ８，７３６，１７１ ７，８３０，９１０ １０１，９２４，０４４

第４表
平成２１年度特別会計当初予算の状況

（単位 千円）
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２ 平成２０年度下半期の補正予算について

一 般 会 計

平成２０年度下半期の一般会計の補正予算の状況は、第５表及び第６表のとおりです。

この結果、平成２０年度の最終予算額は、６，１９７億８，１７７万円となり、平成１９年度の最終予算額６，２４６億

１，９０８万円に対し、４８億３，７３１万円、０．７７パーセントの減となっています。

以下、その概要を説明します。

� １２月補正予算

国の総合経済対策に係る１次補正予算に対応して、県民の安心・安全の実現を目指し、地震・豪雨

等による災害の防止や交通安全の確保等を図ることにしました。

職員の給与改定について、先般の人事委員会勧告等の内容を踏まえ、交通機関等利用者の通勤手当

の支給限度額を引き上げるとともに、教職員の部活動指導等に係る業務手当ての引き上げを行うこと

にしました。

� １月補正予算

国の基金事業に先行する形で、県独自の雇用対策に取り組むとともに、あわせて、雇用の下支えに

つながる県単独事業の前倒し実施や、中小企業者等の資金の円滑化を図り、地域経済の活性化に努め

ることにしました。また、国からの交付金を原資とする、「ふるさと雇用再生特別基金」及び「緊急

雇用創出事業臨時特例基金」を設置するための条例についても、基金事業としての雇用対策が早期に

実施できるよう提案することにしました。

� ２月補正予算

国の２次補正予算に対応して、緊急雇用対策や生活安全確保対策、地域活性化対策、防災対策など

の緊急課題への対応について増額補正するとともに、国庫補助金の変動等による減額補正を行うこと

にしました。

� 平成２１年３月２７日の専決予算

平成２１年２月定例県議会後において、特定財源の変動等やむを得ない理由によるものについて、所

要の措置を行いました。
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区 分

款 別

９月現計予算 補 正 予 算 最 終 予 算

予 算 額 構成比 １２月 １月 ２月 ３月専決 予 算 額 構成比

％ ％
県 税 １６１，６００，０００ ２６．１３ １４９，８００，０００ ２４．１７△６０８，９０４ ― △１１，９５６，１４２ ７６５，０４６

地 方 消 費 税 清 算 金 ２６，１７８，０００ ４．２３ ― ― △１，１６０，１９７ △２，５９７ ２５，０１５，２０６ ４．０４

地 方 譲 与 税 ３，５７１，８２６ ０．５８ △５０，７０２ ― ― △９１，０７５ ３，４３０，０４９ ０．５５

地 方 特 例 交 付 金 １，８００，０００ ０．２９ ６５９，６０６ ― ３１，６３２ ― ２，４９１，２３８ ０．４０

地 方 交 付 税 １６２，５１７，４１７ ２６．２８ １，７２３，７８２ ３３９，５１２ ４２，１００ １６４，６２２，８１１ ２６．５６

交通安全対策特別交付金 ５７５，０００ ０．０９ ― ― ― △３５４ ５７４，６４６ ０．０９

分 担 金 及 び 負 担 金 ３，７０７，７８２ ０．６０ ５６，８５８ ― １４，６３９ △７５，７８８ ３，７０３，４９１ ０．６０

使 用 料 及 び 手 数 料 ７，９１７，３０８ １．２８ ― ― △１７，８４５ △１４１，５２４ ７，７５７，９３９ １．２５

国 庫 支 出 金 ７７，８０９，８０４ １２．５８ １，１２３，３８８ ― １１，４３４，５９８ △１，０３０，７２６ ８９，３３７，０６４ １４．４１

財 産 収 入 ３，０３０，３２７ ０．４９ ― ― △ ３８，４１２ ３７９，８５３ ３，３７１，７６８ ０．５４

寄 附 金 ８７，５２５ ０．０１ ３，８０２ ― １１，８００ ― １０３，１２７ ０．０２

繰 入 金 ２２，２４４，５１８ ３．６０ ５５３ ― △６，０２０，０７８ △７，４３３，９４８ ８，７９１，０４５ １．４２

繰 越 金 ６，１６５，２８７ １．００ ― ― ― ― ６，１６５，２８７ ０．９９

諸 収 入 ６９，５３７，４０７ １１．２４ １４，９９８ ４，８００，０００ △７，１７１，６３８ △４７，６７２ ６７，１３３，０９５ １０．８３

県 債 ７１，７５２，０００ １１．６０ １，４３５，０００ ― １７，３４０，０００ △３，０４２，０００ ８７，４８５，０００ １４．１２

計 ６１８，４９４，２０１ １００．００ ２，６３４，５９９ ６，５２３，７８２ ２，８０７，８６９ △１０，６７８，６８５ ６１９，７８１，７６６ １００．００

区 分

款 別

９月現計予算 補 正 予 算 最 終 予 算

予 算 額 構成比 １２月 １月 ２月 ３月専決 予 算 額 構成比

％ ％
議 会 費 １，２６６，９９０ ０．２０ ― ― ― ― １，２６６，９９０ ０．２０

総 務 費 ７０，１３８，３３５ １１．３４ ７７７ ９，１６６ △２，４９８，１３９ △１，３３９，５５２ ６６，３１０，５８７ １０．７０

民 生 費 ７０，９７１，９９０ １１．４７ ― ２，３７５ ５９６，５３３ △１，３０９，４２４ ７０，２６１，４７４ １１．３４

衛 生 費 ２４，５２０，０６０ ３．９６ ― ８９８ ７１０，０８４ △６４，７９４ ２５，１６６，２４８ ４．０６

労 働 費 １，６３０，７２８ ０．２６ ― １０４，１１９ ６，５７７，１４８ △１９１，８８１ ８，１２０，１１４ １．３１

農 林 水 産 業 費 ４２，４０５，２３３ ６．８６ １，０９１，０４９ １９５，６０６ △１，２１８，２４１ ― ４２，４７３，６４７ ６．８５

商 工 費 ４４，５０６，１６０ ７．２０ ― ４，８０２，９６３ △７５，１００ ― ４９，２３４，０２３ ７．９４

土 木 費 ８５，６６０，５９４ １３．８５ １，５３０，６７４ １，３５８，０９７ ２，３５２，６０６ △２１，７００ ９０，８８０，２７１ １４．６６

警 察 費 ３１，７２８，９５５ ５．１３ １０ ― ４０２，４９３ △７１５，３２６ ３１，４１６，１３２ ５．０７

教 育 費 １３８，４０９，６１８ ２２．３８ １２，０８９ ５０，５５８ ４５８，９８８ △６，５９３，３９５ １３２，３３７，８５８ ２１．３５

災 害 復 旧 費 ４，９９８，１４３ ０．８１ ― ― △４，４９８，５０３ ― ４９９，６４０ ０．０８

公 債 費 １０２，２０７，３９５ １６．５３ ― ― ― △４４２，６１３ １０１，７６４，７８２ １６．４２

予 備 費 ５０，０００ ０．０１ ― ― ― ― ５０，０００ ０．０１

計 ６１８，４９４，２０１ １００．００ ２，６３４，５９９ ６，５２３，７８２ ２，８０７，８６９ △１０，６７８，６８５ ６１９，７８１，７６６ １００．００

第５表

平成２０年度一般会計歳入予算補正状況

（単位 千円）

第６表

平成２０年度一般会計歳出予算補正状況

（単位 千円）
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特 別 会 計

平成２０年度下半期の特別会計の補正予算の状況は、第７表のとおりです。

この結果、平成２０年度の最終予算額は、１，５６４億１７万円となり、平成１９年度の最終予算額２４９億４，５５３

万円に対し、１，３１４億５，４６４万円、５２６．９７パーセントの増となっています。

以下、その概要を説明します。

� ２月補正予算

中小企業振興資金特別会計２，０００万円、農業改良資金特別会計２，４００万円を計上しました。

� 平成２１年３月２７日の専決予算

平成２１年２月定例県議会後において、利子支払額が所要見込み額を下回ったため、公債管理特別会

計△４億９，６２４万円を計上しました。

区 分

会計別

９月現計予算 補 正 予 算 最 終 予 算

予 算 額 構成比 １２月 １月 ２月 ３月専決 予 算 額 構成比

％ ％
災 害 救 助 基 金 １２，５１２ ０．０１ １２，５１２ ０．０１― ― ― ―

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 ３１４，７８３ ０．２０ ― ― ― ― ３１４，７８３ ０．２０

中 小 企 業 振 興 資 金 ８，５４９，５１２ ５．４５ ― ― ２０，０００ ― ８，５６９，５１２ ５．４８

農 業 改 良 資 金 ２６５，５７０ ０．１７ ― ― ２４，０００ ― ２８９，５７０ ０．１９

国営農業水利事業負担金 ３，９６１，８１２ ２．５３ ― ― ― ― ３，９６１，８１２ ２．５３

県 有 林 経 営 事 業 ２，３７４，１１３ １．５１ ― ― ― ― ２，３７４，１１３ １．５２

林 業 改 善 資 金 ２４１，２８８ ０．１５ ― ― ― ― ２４１，２８８ ０．１５

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ９２，２６２ ０．０６ ― ― ― ― ９２，２６２ ０．０６

公 共 用 地 整 備 事 業 ７，７２２，９２６ ４．９２ ― ― ― ― ７，７２２，９２６ ４．９４

港 湾 施 設 整 備 事 業 ５９２，５１７ ０．３８ ― ― ― ― ５９２，５１７ ０．３８

用 品 調 達 ４０２，５４０ ０．２６ ― ― ― ― ４０２，５４０ ０．２６

自 動 車 集 中 管 理 ４７，４０２ ０．０３ ― ― ― ― ４７，４０２ ０．０３

公 債 管 理 １３１，０２９，６３０ ８３．５４ ― ― ― △４９６，２４０ １３０，５３３，３９０ ８３．４６

市町村合併移行円滑化資金 ５３４，０７５ ０．３４ ― ― ― ― ５３４，０７５ ０．３４

奨 学 資 金 ７１１，４６８ ０．４５ ― ― ― ― ７１１，４６８ ０．４５

計 １５６，８５２，４１０ １００．００ ０ ０ ４４，０００ △４９６，２４０ １５６，４００，１７０ １００．００

第７表

平成２０年度特別会計予算補正状況

（単位 千円）
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３ 平成２０年度予算の執行状況について

一 般 会 計

平成２１年３月末日現在の予算執行状況は、第８表及び第９表のとおりです。

収入については、予算総額６，１９７億８，１７７万円に対し、５，０１０億２，７８９万円が収入済であり、８０．８４パー

セントの収入割合となっています。

また、支出については、５，２９３億２，２９２万円が支出済であり、８５．４０パーセントの支出割合となってい

ます。

特 別 会 計

平成２１年３月末日現在の予算執行状況は、特別会計予算総額１，５６４億１７万円に対し、収入済額が１，５３１

億１，９３０万円、支出済額が１，５１９億２，０７６万円となっています。

会計別の収支の状況は、第１０表のとおりです。

区 分
款 別

現 計 予 算 額 � 収 入 済 額 � � － �
収 入 割 合
� ／�

％
県 税 １４９，８００，０００ １４５，６４３，２７９ ４，１５６，７２１ ９７．２３

地 方 消 費 税 清 算 金 ２５，０１５，２０６ ２５，０１５，２０６ ０ １００．００

地 方 譲 与 税 ３，４３０，０４９ ２，３２１，５８３ １，１０８，４６６ ６７．６８

地 方 特 例 交 付 金 ２，４９１，２３８ ２，４９１，２３８ ０ １００．００

地 方 交 付 税 １６４，６２２，８１１ １６４，６２２，８１１ ０ １００．００

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 ５７４，６４６ ５７４，６４６ ０ １００．００

分 担 金 及 び 負 担 金 ３，７０３，４９１ ２，３５０，３８５ １，３５３，１０６ ６３．４６

使 用 料 及 び 手 数 料 ７，７５７，９３９ ７，５６４，５０６ １９３，４３３ ９７．５１

国 庫 支 出 金 ８９，３３７，０６４ ５９，６５５，７２９ ２９，６８１，３３５ ６６．７８

財 産 収 入 ３，３７１，７６８ ３，８７９，７３２ △５０７，９６４ １１５．０７

寄 附 金 １０３，１２７ ８９，９０９ １３，２１８ ８７．１８

繰 入 金 ８，７９１，０４５ ２，１５５，８６６ ６，６３５，１７９ ２４．５２

繰 越 金 ６，１６５，２８７ ６，１６５，２８７ ０ １００．００

諸 収 入 ６７，１３３，０９５ ６６，８８８，７１０ ２４４，３８５ ９９．６４

県 債 ８７，４８５，０００ １１，６０９，０００ ７５，８７６，０００ １３．２７

計 ６１９，７８１，７６６ ５０１，０２７，８８７ １１８，７５３，８７９ ８０．８４

第８表

平成２０年度一般会計予算執行状況（歳入）

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）
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区 分
款 別

現 計 予 算 額 � 支 出 済 額 � � － �
支 出 割 合
� ／�

％
議 会 費 １，２６６，９９０ １，１８３，２５７ ８３，７３３ ９３．３９

総 務 費 ６６，３１０，５８７ ５５，３１７，３２４ １０，９９３，２６３ ８３．４２

民 生 費 ７０，２６１，４７４ ５４，０２５，２２２ １６，２３６，２５２ ７６．８９

衛 生 費 ２５，１６６，２４８ ２３，７６４，３６６ １，４０１，８８２ ９４．４３

労 働 費 ８，１２０，１１４ ７，８６１，３３８ ２５８，７７６ ９６．８１

農 林 水 産 業 費 ４２，４８３，５２２ ３０，０９０，９３２ １２，３９２，５９０ ７０．８５

商 工 費 ４９，２３４，０２３ ４７，８３３，６５８ １，４００，３６５ ９７．１６

土 木 費 ９０，８８０，２７１ ６０，６２３，４２９ ３０，２５６，８４２ ６６．７１

警 察 費 ３１，４１６，１３２ ２６，８９６，９８１ ４，５１９，１５１ ８５．６２

教 育 費 １３２，３３７，８５８ １１９，６３３，６００ １２，７０４，２５８ ９０．４０

災 害 復 旧 費 ４９９，６４０ ４５８，９７４ ４０，６６６ ９１．８６

公 債 費 １０１，７６４，７８２ １０１，６３３，８３４ １３０，９４８ ９９．８７

予 備 費 ４０，１２５ ０ ４０，１２５ ０．００

計 ６１９，７８１，７６６ ５２９，３２２，９１５ ９０，４５８，８５１ ８５．４０

区 分
会 計 別

予算現額
�

収入済額
� � － � 収入割合

�／�
支出済額

� �－� 支出割合
�／�

％ ％
災 害 救 助 基 金 １２，５１２ ８，１０３ ４，４０９ ６４．７６ ８，１０３ ４，４０９ ６４．７６

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 ３１４，７８３ ３８０，９３９ △６６，１５６ １２１．０２ ２８３，４４７ ３１，３３６ ９０．０５

中 小 企 業 振 興 資 金 ８，５６９，５１２ ９，３３２，７７８ △７６３，２６６ １０８．９１ ５，７１１，００５ ２，８５８，５０７ ６６．６４

農 業 改 良 資 金 ２８９，５７０ ３９３，２６５ △１０３，６９５ １３５．８１ ２７，９８５ ２６１，５８５ ９．６６

国 営 農 業 水 利 事 業 負 担 金 ３，９６１，８１２ ３，９４２，７９１ １９，０２１ ９９．５２ ３，９４２，７９２ １９，０２０ ９９．５２

県 有 林 経 営 事 業 ２，３７４，１１３ ９８，６６６ ２，２７５，４４７ ４．１６ ２，２７２，４６３ １０１，６５０ ９５．７２

林 業 改 善 資 金 ２４１，２８８ ２０１，８７８ ３９，４１０ ８３．６７ １９１，３７２ ４９，９１６ ７９．３１

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ９２，２６２ ３７２，５２９ △２８０，２６７ ４０３．７７ ３７，４９４ ５４，７６８ ４０．６４

公 共 用 地 整 備 事 業 ７，７２２，９２６ ５，１１３，５８９ ２，６０９，３３７ ６６．２１ ７，１８８，１４４ ５３４，７８２ ９３．０８

港 湾 施 設 整 備 事 業 ５９２，５１７ １，１１１，０９１ △５１８，５７４ １８７．５２ ２６４，７５０ ３２７，７６７ ４４．６８

用 品 調 達 ４０２，５４０ ２１２，２５８ １９０，２８２ ５２．７３ ２３５，９０８ １６６，６３２ ５８．６０

自 動 車 集 中 管 理 ４７，４０２ ８５，８１０ △３８，４０８ １８１．０３ ４１，６３７ ５，７６５ ８７．８４

公 債 管 理 １３０，５３３，３９０ １３０，５３３，３９０ ０ １００．００ １３０，５１８，０８６ １５，３０４ ９９．９９

市町村合併移行円滑化資金 ５３４，０７５ ５３４，０７５ ０ １００．００ ５３４，０７５ ０ １００．００

奨 学 資 金 ７１１，４６８ ７９８，１４２ △８６，６７４ １１２．１８ ６６３，５０２ ４７，９６６ ９３．２６

計 １５６，４００，１７０ １５３，１１９，３０４ ３，２８０，８６６ ９７．９０ １５１，９２０，７６３ ４，４７９，４０７ ９７．１４

第９表

平成２０年度一般会計予算執行状況（歳出）

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）

第１０表

平成２０年度特別会計予算執行状況

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）
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４ 県民負担の状況について

県が行政を推進するに当たっては、必要な経費を直接又は間接に県民の皆様に負担していただいて

います。

このうち、直接負担していただいているものは、県税、分担金、負担金、使用料及び手数料であり、

これらの歳入決算額に占める割合は、第１１表のとおりとなっています。

このうち、平成１９年度の県税の決算額は１，６１４億９，７５５万円で、歳入決算額６，０２８億２６４万円に占める

割合は、２６．７９パーセントとなっています。

なお、平成２１年３月末日現在の税目別の県税の収入状況は、第１２表のとおりです。

年 度 歳 入 総 額
�

県 民 負 担 額 歳入総額に
対する割合

�／�県 税 分担金負担金 使用料手数料 計 �
％

平成８ ６８５，４９５，１２７ １３４，０２３，９６８ １６，２３４，９１１ １０，４３６，９５７ １６０，６９５，８３６ （１９．５５）
２３．４４

９ ６９９，６４１，００８ １４５，１００，９３６ １６，５８８，１７６ ９，８８９，０６４ １７１，５７８，１７６ （２０．７４）
２４．５２

１０ ７６１，２４４，６８１ １４２，４６４，３９９ １６，９２６，１２０ ９，５３０，１９０ １６８，９２０，７０９ （１８．７１）
２２．１９

１１ ７４６，５４８，０１７ １３２，０７１，８２４ ８，６４４，１４４ ９，９１２，７０８ １５０，６２８，６７６ （１７．６９）
２０．１８

１２ ７５４，８４３，０１４ １４２，８１３，５１７ ７，８６２，１６２ ９，８１４，９６７ １６０，４９０，６４６ （１８．９２）
２１．２６

１３ ７６１，７５３，０４９ １３９，４３９，１１４ １０，３７６，８５７ ９，６５０，４６０ １５９，４６６，４３１ （１８．３１）
２０．９３

１４ ７３５，５９９，４９７ １１９，７７３，７４９ ８，８３３，０５６ ９，５０３，７２１ １３８，１１０，５２６ （１６．２８）
１８．７８

１５ ６６７，６３６，３９０ １１６，６１２，６２１ ６，８３３，９４２ ９，９０６，１１０ １３３，３５２，６７３ （１７．４７）
１９．９７

１６ ６７８，３０９，５０７ １２１，３５９，２５５ ６，９１２，８７９ ９，９２８，１０２ １３８，２００，２３６ （１７．８９）
２０．３７

１７ ６６５，３３１，２３４ １２８，１３１，８６６ ５，１５８，５１６ ９，７５２，２９７ １４３，０４２，６７９ （１９．２６）
２１．５０

１８ ６２６，７８６，５２３ １３６，８６０，１４９ ４，８６６，４２８ ７，９０８，７０３ １４９，６３５，２８０ （２１．８４）
２３．８７

１９ ６０２，８０２，６４０ １６１，４９７，５５０ ４，０２９，３９８ ７，８６７，２８１ １７３，３９４，２２９ （２６．７９）
２８．７６

第１１表

県民の県税等の負担状況（一般会計）

（単位 千円）

注 （ ）は、県税の歳入総額に占める割合である。
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区 分
税 目

予 算 額 � 調 定 額 � 収 入 済 額 �
収 入 割 合

対予算�／� 対調定�／�
％ ％

普 通 税 １３５，９６３，９６２ １４０，９７２，１７０ １３２，３６５，４８５ ９７．３５ ９３．８９

県 民 税 ５０，５４２，２６０ ５３，２１４，４５３ ４６，２４２，６５８ ９１．４９ ８６．９０

事 業 税 ４３，８４９，５３０ ４４，６７３，５７７ ４４，６４１，６０９ １０１．８１ ９９．９３

地 方 消 費 税 １６，０４４，３２９ １６，０４４，３３１ １６，０４４，３３１ １００．００ １００．００

不 動 産 取 得 税 ４，０５３，８６８ ４，５８１，７４７ ４，０１８，２８５ ９９．１２ ８７．７０

県 た ば こ 税 ２，７４６，６１７ ２，７４６，６１８ ２，７４６，５８４ １００．００ １００．００

ゴ ル フ 場 利 用 税 ５５０，３８２ ５５０，３８２ ５５０，３８２ １００．００ １００．００

自 動 車 税 １７，３４９，７７２ １８，３３０，０５５ １７，２９４，４５５ ９９．６８ ９４．３５

鉱 区 税 ４，６４７ ８，４４９ ４，６２３ ９９．４８ ５４．７２

核 燃 料 税 ８２２，５５７ ８２２，５５８ ８２２，５５８ １００．００ １００．００

目 的 税 １３，８３５，９４６ １３，９４４，１４５ １３，２７７，７０１ ９５．９７ ９５．２２

自 動 車 取 得 税 ３，１４６，３９０ ３，１４８，５９２ ３，１４８，５９２ １００．０７ １００．００

軽 油 引 取 税 １０，４９４，７７６ １０，５９７，３８０ ９，９３４，３２８ ９４．６６ ９３．７４

狩 猟 税 ４８，７５４ ４８，７５５ ４８，７５５ １００．００ １００．００

資 源 循 環 促 進 税 １４６，０２６ １４９，４１８ １４６，０２６ １００．００ ９７．７３

旧 法 に よ る 税 ９２ ３，３６１ ９３ １０１．０９ ２．７７

計 １４９，８００，０００ １５４，９１９，６７６ １４５，６４３，２７９ ９７．２３ ９４．０１

第１２表

平 成２０年 度 県 税 収 入 状 況

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）

注 「旧法による税」とは、娯楽施設利用税、料理飲食等消費税及び特別地方消費税をいう。
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５ 県債及び一時借入金について

県 債

県が資金調達のために行う借入れで、その返済が一会計年度を越えて行われるものを県債といいます。

県債は、災害復旧などのように臨時的、突発的に多額の出費が必要な場合、建設事業等の投資的経費

を支出するような場合などに発行が認められ、慎重な計画の下に運用されています。

平成２１年３月末日現在の県債現在高は、８，９０９億３０２２万円で、前年度同期に比べ、１８１億９，２４８万円、

２．００１パーセントの減となっています。

県債の目的別及び借入先別の現在高は、第１３表のとおりです。

一 時 借 入 金

一会計年度内において、歳計現金が不足した場合に、その不足を補うために借り入れる金銭を一時借

入金といいます。

平成２０年度は、４月及び５月に借入れを行い、いずれも５月中に償還を終えました。その後、９月、

１０月、１２月、２月及び３月に借入れを行い、いずれも３月までに償還を終えています。なお、借入れは、

基金からの繰替運用及び当座借越によるものです。

区 分 金 額 構成比

％

１ 普 通 債 ６６７，３３６，８４５ ７４．９０

�１民 生 ８，３００，１７０ ０．９３

�２農 林 水 産 ７９，１６０，０３９ ８．８９

�３土 木 ５３９，１７６，０９５ ６０．５１

�４公 営 住 宅 ２，８４６，５０１ ０．３２

�５警 察 消 防 １，５３８，６５０ ０．１７

�６教 育 ２７，３７０，４５６ ３．０７

�７準 公 営 企 業 等 １，８２０，５２０ ０．２１

�８庁 舎 等 ７，１２４，４１４ ０．８０

２ 災 害 復 旧 債 ９，３６６，０１１ １．０５

�１農 林 水 産 ３２，６７２ ０．００

�２土 木 ９，３１３，２７３ １．０５

�３庁 舎 等 ２０，０６６ ０．００

３ そ の 他 ２１４，２２７，３６０ ２４．０５

�１住 民 税 等 減 税 補 て ん 債 ２４，２１４，７００ ２．７２

�２臨 時 税 収 補 て ん 債 ３，７３０，８０３ ０．４２

�３臨 時 財 政 対 策 債 １６５，１０９，２８０ １８．５３

区 分 金 額 構成比

％

財 政 融 資 資 金 ３２０，４５７，４０６ ３５．９７

郵 便 貯 金 資 金 ２０，９７８，４３３ ２．３６

簡 易 保 険 局 ７，０７２，０６１ ０．７９

公 募 ５０５，５３１，２６０ ５６．７４

公 営 企 業 金 融 公 庫 ２５，１９８，４８０ ２．８３

そ の 他 １１，６９２，５７６ １．３１

計 ８９０，９３０，２１６ １００．００

�４退 職 手 当 債 ９，３００，０００ １．０４

�５母子寡婦福祉資金貸付金 １，５８４，２８３ ０．１８

�中小企業高度化資金貸付金 ９，３４７，６７４ １．０５

�７農 業 改 良 資 金 貸 付 金 １５６，９６０ ０．０２

�災 害 援 護 資 金 ５６，１６０ ０．０１

�地方道路整備臨時貸付金 ７２７，５００ ０．０８

計 ８９０，９３０，２１６ １００．００

第１３表
県 債 現 在 高 調

平成２１年３月３１日現在

�ア 目 的 別 （単位 千円）

�イ 借 入 先 別 （単位 千円）
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６ 県有財産について

平成２１年３月末日現在の県有財産の状況は次表のとおりです。

種 別 数 値 前 年 同 期 比 増 減

山 林 １，２９２．１０ � ０．００ �

山 林 以 外 の 土 地 １２，０６４，６２６．６０ ㎡ △３１，５８９．０２ ㎡

建 物 （ 延 べ ） １，７７５，８７９．８３ ㎡ △７，３１１．９５ ㎡

立 木 （ 成 木 ） ３５７，６０３．６０ � ９，２７０．３０ �

立 木 （ 幼 齢 樹 ） １８，１３４ 本 △２３，３４５ 本

地 上 権 ５５，０５２，２７９．００ ㎡ △２９５，２０１．００ ㎡

温 泉 権 １ 件 ０ 件

船 舶 ４ 隻 △１ 隻

浮 桟 橋 ５ 個 ０ 個

航 空 機 １ 機 ０ 機

出 資 金 ７２，５９７，０１０千円 ５，３５９，１０２千円

株 券 及 び 債 券 ２，４８０，０６０千円 △４３，４３０千円

債 権 ２４，４１８，４１７千円 ４，０５６，０５６千円

基 金 ６１，４１３，７８０千円 ５，８７４，６０８千円

（ う ち 有 価 証 券 ） （２，１８３，７００千円） （０千円）

無 体 財 産 権 ２３ 件 ０ 件

県 有 財 産 状 況

平成２１年３月３１日現在
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７ 公営企業の業務状況について

電 気 事 業

� 概 況

現在運転している県営発電所は、銅山川第一発電所（２機）、銅山川第二発電所、銅山川第三発電

所、富郷発電所、肱川発電所、道前道後第一発電所、道前道後第二発電所及び道前道後第三発電所の

合計８発電所（９機）で、最大出力の合計は、６万７，０００キロワットです。

発生電力は、四国電力株式会社に供給しています。

平成２０年度下半期の発電所別月別供給電力量は、第１４表のとおりであり、８発電所の合計で、１億

１，００５万４，３００キロワット時と、目標供給電力量１億１，２５０万キロワット時に対し、９７．８パーセントの

実績となっています。

運営に当たっては、特に、保守点検の徹底を図り、事故の未然防止に努めるとともに、効率的な経

営を行うよう努力しています。

� 経理の状況

平成２０年度予算の経理の状況は、第１５表のとおりです。

また、平成２１年３月３１日現在における企業債の明細は、第１６表のとおりです。
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発 電 所

月 電力量

銅山川第一発電所
銅山川第二発電所
銅山川第三発電所
富 郷 発 電 所

肱 川 発 電 所

道前道後第一発電所

道前道後第二発電所

道前道後第三発電所

合 計

１０

目標電力量 １３，４００，０００ ２，２００，０００ ７，４００，０００ ２３，０００，０００

供給電力量 ７，９７０，５００ ５，４４６，２００ ３，５７９，７００ １６，９９６，４００

１１

目標電力量 １２，０００，０００ １，４００，０００ ４，６００，０００ １８，０００，０００

供給電力量 ７，８８０，２００ ３，２２２，８００ ３，３１３，８００ １４，４１６，８００

１２

目標電力量 １１，８００，０００ １，２００，０００ ４，３００，０００ １７，３００，０００

供給電力量 ８，８７２，５００ ２，１４５，７００ ３，６３５，２００ １４，６５３，４００

１

目標電力量 １１，１００，０００ １，８００，０００ ４，４００，０００ １７，３００，０００

供給電力量 ８，９７９，４００ １，２０１，５００ ４，９５７，３００ １５，１３８，２００

２

目標電力量 ８，９００，０００ １，９００，０００ ５，２００，０００ １６，０００，０００

供給電力量 ８，０９８，３００ ３，２７２，８００ １２，５６４，９００ ２３，９３６，０００

３

目標電力量 １０，０００，０００ ３，６００，０００ ７，３００，０００ ２０，９００，０００

供給電力量 １０，４３８，９００ ４，９４３，８００ ９，５３０，８００ ２４，９１３，５００

下
半
期
合
計

目標電力量 ６７，２００，０００ １２，１００，０００ ３３，２００，０００ １１２，５００，０００

供給電力量 ５２，２３９，８００ ２０，２３２，８００ ３７，５８１，７００ １１０，０５４，３００

第１４表

平成２０年度下半期発電所別月別供給電力量一覧表

（単位 ｋＷｈ）
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科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％
電 気 事 業 収 益 ２，４２３，６１３ ― ２，４２３，６１３ ２，３３７，００１ ９６．４３

営 業 収 益 ２，４０２，３５２ ― ２，４０２，３５２ ２，２９６，２４６ ９５．５８

財 務 収 益 ２１，２３４ ― ２１，２３４ ４０，４１２ １９０．３２

事 業 外 収 益 ２６ ― ２６ ３４３ １，３１９．２３

特 別 利 益 １ ― １ ― ―

面河ダム等管理費分担金 １２０，４３２ ― １２０，４３２ ７２，３１９ ６０．０５

面河ダム等管理費分担金 １２０，４３２ ― １２０，４３２ ７２，３１９ ６０．０５

合 計 ２，５４４，０４５ ― ２，５４４，０４５ ２，４０９，３２０ ９４．７０

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％
電 気 事 業 費 ２，２６３，５８２ ３１５ ２，２６３，８９７ ２，０６９，３９９ ９１．４１

営 業 費 用 １，９８１，８０７ ３１５ １，９８２，１２２ １，８１３，６６５ ９１．５０

財 務 費 用 １６９，９８２ ― １６９，９８２ １６９，９８１ １００．００

事 業 外 費 用 １０６，７９３ ― １０６，７９３ ８５，７５３ ８０．３０

特 別 損 失 ２，０００ ― ２，０００ ― ―

予 備 費 ３，０００ ― ３，０００ ― ―

面 河 ダ ム 等 管 理 費 １１８，６６４ ― １１８，６６４ ７２，１７０ ６０．８２

面 河 ダ ム 等 管 理 費 １１８，６６４ ― １１８，６６４ ７２，１７０ ６０．８２

合 計 ２，３８２，２４６ ３１５ ２，３８２，５６１ ２，１４１，５６９ ８９．８９

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％
資 本 的 収 入 １０，８５６ ― １０，８５６ １０，８０４ ９９．５２

工 事 負 担 金 １０，８０３ ― １０，８０３ １０，８０４ １００．０１

固 定 資 産 売 却 代 金 ５３ ― ５３ ― ―

第１５表

平成２０年度愛媛県電気事業会計経理状況報告書

平成２１年３月３１日現在

� 収益的収入及び支出
収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）

� 資本的収入及び支出
収 入

（単位 千円）
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� 予算の概要

平成２１年度予算の概要は、第１７表のとおりです。このうち、収益的収支の損益構成は、第１８表のと

おりとなります。

なお、資本的収支において、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３億８，３９４万３千円

は、減債積立金１億６，１４８万４千円及び損益勘定留保資金２億２，２４５万９千円で補てんする予定です。

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％
資 本 的 支 出 ５１０，９９９ ― ５１０，９９９ ４６６，０９７ ９１．２１

水 力 発 電 設 備 費 １１５，７７３ ― １１５，７７３ ７６，５７４ ６６．１４

業 務 設 備 費 ５，７０３ ― ５，７０３ ― ―

企 業 債 償 還 金 ３３２，７７７ ― ３３２，７７７ ３３２，７７７ １００．００

他 会 計 貸 付 金 ５６，７４６ ― ５６，７４６ ５６，７４６ １００．００

借 入 先 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
当年度償還高 償 還 高 累 計

財 政 融 資 資 金 ４，１９７，０００ １４４，２７６ ９７４，５１０ ３，２２２，４９０

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 ３，９５１，０００ １８８，５０１ ２，０９７，２８７ １，８５３，７１３

計 ８，１４８，０００ ３３２，７７７ ３，０７１，７９７ ５，０７６，２０３

支 出

（単位 千円）

第１６表

企 業 債 明 細 書

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）
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科 目 予 定 額

第１款 電 気 事 業 収 益 ２，３２３，３４９

第１項 営 業 収 益 ２，２９８，２４７

第２項 財 務 収 益 ２５，０７５

第３項 事 業 外 収 益 ２６

第４項 特 別 利 益 １

第２款 面 河 ダ ム 等 管 理 費 分 担 金 １１０，６８２

第１項 面 河 ダ ム 等 管 理 費 分 担 金 １１０，６８２

合 計 ２，４３４，０３１

科 目 予 定 額

第１款 電 気 事 業 費 ２，１９０，１８３

第１項 営 業 費 用 １，９２１，０３８

第２項 財 務 費 用 １５７，２０８

第３項 事 業 外 費 用 １０６，９３７

第４項 特 別 損 失 ２，０００

第５項 予 備 費 ３，０００

第２款 面 河 ダ ム 等 管 理 費 １０８，７８２

第１項 面 河 ダ ム 等 管 理 費 １０８，７８２

合 計 ２，２９８，９６５

第１７表

平成２１年度愛媛県電気事業会計予算

� 収益的収入及び支出

収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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科 目 予 定 額

第１款 資 本 的 収 入 １１，２６５

第１項 工 事 負 担 金 １１，２１２

第２項 固 定 資 産 売 却 代 金 ５３

科 目 予 定 額

第１款 資 本 的 支 出 ３９５，２０８

第１項 水 力 発 電 設 備 費 １６，８６５

第２項 業 務 設 備 費 ５，９３６

第３項 企 業 債 償 還 金 ３２８，２６３

第４項 他 会 計 貸 付 金 ４４，１４４

� 資本的収入及び支出

収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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第１８表

平成２１年度愛媛県電気事業会計予算の損益構成

�受取利息�２５，０７５千円（１．０３％）�雑収入�２６千円（０．００％）�

その他
２５，１０１千円（１．０３％）事業外収益

１３５，７８３千円（５．５８％）

面河ダム等管理費分担金
１１０，６８２千円（４．５５％） 特別利益

１千円（０．００％）
その他
２０，５２８千円
（０．８４％）

収 益

２，４３４，０３１千円

２，２７７，７１９千円
（９３．５８％）

２，２９８，２４７千円
（９４．４２％）

純利益
１３５，０６６千円
（５．５５％）

その他
５，０００千円
（０．２１％）

面河ダム等管理費�
１０８，７８２千円 �
（４．４７％） �

消費税・雑損失 �
１０６，９３７千円 �
（４．３９％） �

�
給与費
６３８，１１０千円
（２６．２２％）

３７２，９２７千円
（１５．３２％）

費 用
２，２９８，９６５千円
純 利 益
１３５，０６６千円
合 計
２，４３４，０３１千円

支払利息
１５７，２０８千円
（６．４６％）

その他
５９６，４８３千円
（２４．５１％） 減価償却費

５１７，３４４千円
（２１．２５％）

１，９２１，０３８千円
（７８．９２％） 修繕費

１６９，１０１千円
（６．９５％）
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工業用水道事業

� 概 況

県営工業用水道事業は、松山・松前地区工業用水道（計画給水量１０万６，０００立方メートル／日）、今

治地区工業用水道（計画給水量５万５，８００立方メートル／日）及び西条地区工業用水道（計画給水量

２２万９，０００立方メートル／日）であり、周辺工業地帯に良質の工業用水を供給しています。

平成２０年度下半期の工業用水道別給水実績は、第１９表のとおりで、３地区合計で、３，０２２万５，０００立

方メートルになります。これは、承認基本使用水量４，０２６万２，０００立方メートルに対し、７５．０７パーセ

ントの実績となっています。

経営に当たっては、保守点検を徹底し、事故の未然防止を図るとともに、安価な工業用水の供給を

目標に、その効率化に努めています。

また、附帯事業として、地域開発の目的を達成するために必要な工場等の用地を造成する土地造成

事業を行っており、その事業内容は次のとおりです。

○ 壬生川地区土地造成事業

西条市北条地先に１６３万８，８１５平方メートルの用地を造成しています。このうち、１５１万８，９７２平方

メートルは既に処分しており、１１万９，８４３平方メートルが未処分となっています。

� 経理の状況

平成２０年度予算の経理の状況は、第２０表のとおりです。

また、平成２１年３月３１日現在における企業債の明細は、第２１表のとおりです。

名 称 給 水 事
業 所 数

承認基本使用水量
�

給 水 実 績
�

給 水 比 率
�／�

％
松山・松前地区工業用水道 ２ １９，２９２ １７，９３２ ９２．９５

今 治 地 区 工 業 用 水 道 １７ ９，９５５ ３，６８８ ３７．０５

西 条 地 区 工 業 用 水 道 ４３ １１，０１５ ８，６０５ ７８．１２

合 計 ６２ ４０，２６２ ３０，２２５ ７５．０７

第１９表

平成２０年度下半期工業用水道別給水実績

（単位 千立方メートル）
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科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

工 業 用 水 道 事 業 収 益 ２，１９０，９１０ ４７５，４８０ ２，６６６，３９０ ２，６０３，７３３ ９７．６５

営 業 収 益 １，５０８，４８７ ― １，５０８，４８７ １，４３６，０３５ ９５．２０

営 業 外 収 益 ２３，２５５ ― ２３，２５５ ３８，５８４ １６５．９２

附 帯 事 業 収 益 ６４５，６９１ ４７５，４８０ １，１２１，１７１ １，１１５，７４２ ９９．５２

特 別 利 益 １０５ ― １０５ ― ―

他 会 計 か ら の 借 入 金 １３，３７２ ― １３，３７２ １３，３７２ １００．００

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

工 業 用 水 道 事 業 費 ２，２６２，７２５ ２７７，６２３ ２，５４０，３４８ ２，４３７，５７６ ９５．９５

営 業 費 用 １，４７０，９６６ ― １，４７０，９６６ １，３９６，５２１ ９４．９４

営 業 外 費 用 ４７０，３３６ ― ４７０，３３６ ４６９，８２３ ９９．８９

附 帯 事 業 費 用 ３１７，９２３ ２７７，６２３ ５９５，５４６ ５７１，２３２ ９５．９２

特 別 損 失 １，０００ ― １，０００ ― ―

予 備 費 ２，５００ ― ２，５００ ― ―

第２０表

平成２０年度愛媛県工業用水道事業会計経理状況報告書

平成２１年３月３１日現在

� 収益的収入及び支出
収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

資 本 的 収 入 ６１，９９６ ― ６１，９９６ ９２，５０６ １４９．２１

他 会 計 か ら の 借 入 金 ４３，３７４ ― ４３，３７４ ４３，３７４ １００．００

工 事 負 担 金 １２，８０２ ― １２，８０２ １，５１１ １１．８０

受 託 収 入 ５，７１３ ― ５，７１３ ４７，６２１ ８３３．５６

附 帯 事 業 収 入 １ ― １ ― ―

固 定 資 産 売 却 代 金 ５３ ― ５３ ― ―

雑 入 ５３ ― ５３ ― ―

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

資 本 的 支 出 １，５５６，７９７ ２１５，１５１ １，７７１，９４８ １，６９８，９５０ ９５．８８

給 水 設 備 費 ５５，５７７ ― ５５，５７７ ３８，２４９ ６８．８２

企 業 債 償 還 金 １，２１４，３８５ ― １，２１４，３８５ １，２１４，３８４ １００．００

附 帯 事 業 費 ２８６，８３５ ２１５，１５１ ５０１，９８６ ４４６，３１７ ８８．９１

� 資本的収入及び支出

収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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� 予算の概要

平成２１年度予算の概要は、第２２表のとおりです。このうち、収益的収支の損益構成は、第２３表のと

おりとなります。

なお、資本的収支において、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１２億７６３万円は、減

債積立金４４８万３千円及び損益勘定留保資金１２億３１４万７千円で補てんする予定です。

借 入 先 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
当年度償還高 償 還 高 累 計

財 政 融 資 資 金 ３，１７０，０００ １２８，６２３ １，１１４，４０９ ２，０５５，５９１

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 １７，６５０，０００ １，０５５，４６２ ８，７３８，６９８ ８，９１１，３０２

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 ３０３，０００ ３０，３００ ２７２，７００ ３０，３００

計 ２１，１２３，０００ １，２１４，３８５ １０，１２５，８０７ １０，９９７，１９３

科 目 予 定 額

第１款 工 業 用 水 道 事 業 収 益 １，５６７，５５６

第１項 営 業 収 益 １，５２３，４８４

第２項 営 業 外 収 益 ２３，０５２

第３項 附 帯 事 業 収 益 ４，６５１

第４項 特 別 利 益 ６，７５７

第５項 他 会 計 か ら の 借 入 金 ９，６１２

第２１表

企 業 債 明 細 書

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）

第２２表

平成２１年度愛媛県工業用水道事業会計予算

� 収益的収入及び支出

収 入

（単位 千円）
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科 目 予 定 額

第１款 工 業 用 水 道 事 業 費 １，８７１，８７１

第１項 営 業 費 用 １，４２８，０８７

第２項 営 業 外 費 用 ４３６，４８３

第３項 附 帯 事 業 費 用 ３，８０１

第４項 特 別 損 失 １，０００

第５項 予 備 費 ２，５００

科 目 予 定 額

第１款 資 本 的 収 入 ３７，３０９

第１項 他 会 計 か ら の 借 入 金 ３４，５３２

第２項 工 事 負 担 金 １，５１１

第３項 受 託 収 入 １２６

第４項 附 帯 事 業 収 入 １

第５項 固 定 資 産 売 却 代 金 １，０８６

第６項 雑 入 ５３

科 目 予 定 額

第１款 資 本 的 支 出 １，２４４，９３９

第１項 給 水 設 備 費 １９，７０８

第２項 企 業 債 償 還 金 １，１９５，３９４

第３項 附 帯 事 業 費 ２９，５０３

第４項 国 庫 補 助 金 返 還 金 ３３４

支 出

（単位 千円）

� 資本的収入及び支出

収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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第２３表

平成２１年度愛媛県工業用水道事業会計予算の損益構成

他会計からの借入金
９，６１２千円
（０．５１％）

特別利益
６，７５７千円
（０．３６％） 純損失

３０４，３１５千円
（１６．２６％）附帯事業収益

４，６５１千円
（０．２５％）

営業外収益
２３，０５２千円
（１．２３％）

収 益
１，５６７，５５６千円
純 損 失
３０４，３１５千円
合 計
１，８７１，８７１千円

受託管理収益
６１，１５２千円
（３．２７％）

１，４６２，３３２千円
（７８．１２％）

１，５２３，４８４千円
（８１．３９％）

附帯事業費用
３，８０１千円
（０．２０％）

その他
３，５００千円
（０．１９％）その他

６８，１４２千円
（３．６４％）

給与費
２７５，７６４千円
（１４．７３％）

支払利息
３６８，３４１千円
（１９．６８％）

４３６，４８３千円
（２３．３２％）

費 用

１，８７１，８７１千円

減価償却費
８３３，５７０千円
（４４．５３％）

その他
３１８，７５３千円
（１７．０３％）

１，４２８，０８７千円
（７６．２９％）
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病 院 事 業

� 概 況

県立病院は、中央病院、今治病院、三島病院、南宇和病院及び新居浜病院の５病院で、その施設の

状況は、第２４表のとおりです。

平成２０年度下半期の病院施設の利用状況は、第２５表のとおりで、前年度同期と比較すると、入院患

者数は２２，８１４人の減、外来患者数は２１，５５８人の減となり、合計で４４，３７２人、６．３パーセントの減となっ

ています。

経営については、救急医療、周産期医療等の不採算分野を担うとともに、へき地医療や災害拠点病

院としての役割等の公立病院特有の事情がありますが、それぞれの地域における中核的医療機関とし

ての使命と機能を発揮するよう、施設の整備改善や効率的な経営に努め、医学の進歩に即応した高度

な医療を県民に提供するため、医療サービスの質的向上に努力を続けています。

� 経理の状況

平成２０年度予算の経理の状況は、第２６表のとおりです。

また、平成２１年３月３１日現在の企業債の明細は、第２７表のとおりです。
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病院名

区分
中 央 病 院 今 治 病 院 三 島 病 院 南宇和病院 新居浜病院 計

位 置 松山市
春日町

今治市
石井町

四国中央市
中之庄町

南宇和郡
愛南町

新居浜市
本郷

開設年月日 昭和２３．６．１ 昭和２３．６．１ 昭和２３．６．１ 昭和２３．６．１ 昭和２８．１．２８

診 療 科 目

内、呼、小、
外、皮、泌、
産、眼、耳、歯、
放、整形、形成、
精、神、麻、消、
循、ア、脳、
呼外、心、
小外、リ

（２４科）

内、心内、呼、
小、外、皮、
泌、産、眼、
耳、放、整、
精、麻、循、
脳、消、心

（１８科）

内、呼、小、
外、泌、産、
眼、耳、放、
整、麻、循、
脳

（１３科）

内、呼、小、
外、皮、泌、
産、眼、耳、
放、整、麻、
脳

（１３科）

内、外、呼、
小、皮、泌、
産、眼、耳、
歯、放、整、
麻、循、脳、
心、消、呼外

（１８科）

病

床

数

一般（床） ８２５ ２７０ １７９ １９９ ３００ １，７７３

結核（床） ３６ ０ ０ ０ ３７ ７３

感染（床） ３ ０ ４ ０ ２ ９

精神（床） ０ ５０ ０ ０ ０ ５０

計（床） ８６４ ３２０ １８３ １９９ ３３９ １，９０５

看

護

基

準

一 般 １０対１以上 １０対１以上 １０対１以上 １０対１以上 １０対１以上

結 核 １０対１以上 ― ― ― １０対１以上

精 神 ― １５対１以上 ― ― ―

第２４表

県 立 病 院 の 施 設 の 状 況

平成２１年４月１日現在
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病 院 名 ２０年度下半期利用
患者延べ数 �

１９年度下半期利用
患者延べ数 �

差 引 増 減
� － �

前 年 対 比
� ／ �

２０年度下半期
１ 日 平 均

中 央 病 院

入 院 １３０，９０３ １３９，２８８ △８，３８５
％

７１９．２９４．０

外 来 １９１，４８８ １９４，４５０ △２，９６２ ９８．５ １，６２２．８

計 ３２２，３９１ ３３３，７３８ △１１，３４７ ９６．６ ―

今 治 病 院

入 院 ４６，６８０ ５０，７９７ △４，１１７ ９１．９ ２５６．５

外 来 ８０，６３９ ８３，１４５ △２，５０６ ９７．０ ６８３．４

計 １２７，３１９ １３３，９４２ △６，６２３ ９５．１ ―

三 島 病 院

入 院 １５，１０２ １９，６０７ △４，５０５ ７７．０ ８３．０

外 来 ３１，３２８ ４２，２４７ △１０，９１９ ７４．２ ２６５．５

計 ４６，４３０ ６１，８５４ △１５，４２４ ７５．１ ―

南 宇 和 病 院

入 院 ２０，６８１ ２４，３００ △３，６１９ ８５．１ １１３．６

外 来 ５７，９４６ ６６，７５７ △８，８１１ ８６．８ ４９１．１

計 ７８，６２７ ９１，０５７ △１２，４３０ ８６．３ ―

新 居 浜 病 院

入 院 ２８，０９７ ３０，２８５ △２，１８８ ９２．８ １５４．４

外 来 ５５，９９４ ５２，３５４ ３，６４０ １０７．０ ４７４．５

計 ８４，０９１ ８２，６３９ １，４５２ １０１．８ ―

合 計

入 院 ２４１，４６３ ２６４，２７７ △２２，８１４ ９１．４ １，３２６．７

外 来 ４１７，３９５ ４３８，９５３ △２１，５５８ ９５．１ ３，５３７．２

計 ６５８，８５８ ７０３，２３０ △４４，３７２ ９３．７ ―

第２５表

平 成 ２０ 年 度 下 半 期 患 者 利 用 状 況

（単位 人）

（注）人間ドック及び健康診断を除く。
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科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

病 院 事 業 収 益 ３８，１８４，９０７ ― ３８，１８４，９０７ ３５，１３８，２５６ ９２．０２

医 業 収 益 ３３，８１４，０２１ ― ３３，８１４，０２１ ３０，４９３，２３４ ９０．１８

医 業 外 収 益 ４，３６８，８８６ ― ４，３６８，８８６ ４，６４５，０２２ １０６．３２

特 別 利 益 ２，０００ ― ２，０００ ― ―

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

病 院 事 業 費 ３７，６６７，３９８ ３２，７８８ ３７，７００，１８６ ３６，０８３，１３４ ９５．７１

医 業 費 用 ３６，５３０，４４７ ３２，７８８ ３６，５６３，２３５ ３５，１４１，９４６ ９６．１１

医 業 外 費 用 １，１２７，４５１ ― １，１２７，４５１ ９４１，１８８ ８３．４８

特 別 損 失 ８，０００ ― ８，０００ ― ―

予 備 費 １，５００ ― １，５００ ― ―

第２６表

平成２０年度愛媛県病院事業会計経理状況報告書

平成２１年３月３１日現在

� 収益的収入及び支出
収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

資 本 的 収 入 １０，９５１，８５６ ２５６，２２７ １１，２０８，０８３ １０，７７６，４３３ ９６．１５

企 業 債 ８４９，１００ １７５，５００ １，０２４，６００ ９３０，５００ ９０．８２

国 庫 補 助 金 １ ８０，０５０ ８０，０５１ ５２，６１４ ６５．７３

他 会 計 か ら の 借 入 金 ８，８００，０００ ― ８，８００，０００ ８，８００，０００ １００．００

他 会 計 か ら の 負 担 金 １，３０２，７５５ ６７７ １，３０３，４３２ ９９３，３１９ ７６．２１

科 目
予 算 額

執 行 済 額 比 率
当 初 補 正 計

％

資 本 的 支 出 １１，８０２，８７８ ３１９，１９５ １２，１２２，０７３ １２，０２４，３９３ ９９．１９

病 院 設 備 費 １，０１７，５５６ ３１９，１９５ １，３３６，７５１ １，２３９，１０８ ９２．７０

企 業 債 償 還 金 １，９８５，３２２ ― １，９８５，３２２ １，９８５，２８５ １００．００

他会計からの借入金償還金 ８，８００，０００ ― ８，８００，０００ ８，８００，０００ １００．００

� 資本的収入及び支出
収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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� 予算の概要

平成２１年度予算の概要は、第２８表のとおりです。このうち、収益的収支の損益構成は、第２９表のと

おりとなります。

なお、資本的収支において、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額９億５，８０２万７千円

は、当年度分損益勘定留保資金９億５，８０２万７千円で補てんする予定です。

借 入 先 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
当年度償還高 償 還 高 累 計

財 務 省 財 政 融 資 資 金 ２０，１４２，０００ ８４９，１６２ ６，５００，６５４ １３，６４１，３４６

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 １，４７９，３００ ９０，５２３ ３１４，４５６ １，１６４，８４４

総 務 省 郵 便 貯 金 資 金 ３６７，０００ ９２，３００ ３６７，０００ ０

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 ５，１１１，８００ ９５３，３００ １，１５１，２８０ ３，９６０，５２０

計 ２７，１００，１００ １，９８５，２８５ ８，３３３，３９０ １８，７６６，７１０

科 目 予 定 額

第１款 病 院 事 業 収 益 ３８，５３８，７０２

第１項 医 業 収 益 ３４，１９７，４５６

第２項 医 業 外 収 益 ４，３３９，２４６

第３項 特 別 利 益 ２，０００

第２７表

企 業 債 明 細 書

平成２１年３月３１日現在

（単位 千円）

第２８表

平成２１年度愛媛県病院事業会計予算

� 収益的収入及び支出

収 入

（単位 千円）
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科 目 予 定 額

第１款 病 院 事 業 費 ３８，４１４，６１１

第１項 医 業 費 用 ３７，３３５，６１３

第２項 医 業 外 費 用 １，０６９，４９８

第３項 特 別 損 失 ８，０００

第４項 予 備 費 １，５００

科 目 予 定 額

第１款 資 本 的 収 入 １２，０９４，５６５

第１項 企 業 債 １，２１６，２００

第２項 国 庫 補 助 金 ４０４，２２５

第３項 他 会 計 か ら の 借 入 金 ９，２００，０００

第４項 他 会 計 か ら の 負 担 金 １，２７４，１４０

科 目 予 定 額

第１款 資 本 的 支 出 １３，０５２，５９２

第１項 病 院 設 備 費 １，８８０，３５２

第２項 企 業 債 償 還 金 １，９７２，２４０

第３項 他 会 計 か ら の 借 入 金 償 還 金 ９，２００，０００

支 出

（単位 千円）

� 資本的収入及び支出

収 入

（単位 千円）

支 出

（単位 千円）
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第２９表

平成２１年度愛媛県病院事業会計予算の損益構成

医業外収益
４，３３９，２４６千円
（１１．２６％）

特別利益
２，０００千円
（０．０１％）

その他
１，１４０，６４７千円
（２．９６％）

外来収益
８，０６４，９２６千円
（２０．９３％）

収 益

３８，５３８，７０２千円

２４，９９１，８８３千円
（６４．８４％）

３４，１９７，４５６千円
（８８．７３％）

その他
９，５００千円
（０．０２％） 純利益

１２４，０９１千円
（０．３２％）

医業外費用
１，０６９，４９８千円
（２．７８％）

その他
８，２８６，２９２千円
（２１．５０％）

給与費
１８，７８８，３８４

千円
（４８．７５％）

費 用
３８，４１４，６１１千円
純 利 益
１２４，０９１千円
合 計

３８，５３８，７０２千円
材料費
１０，２６０，９３７千円

（２６．６３％）

３７，３３５，６１３千円
（９６．８８％）
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